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1概要書
現状、わが国の保険会社による保険契約に関する財務会計においては、一般的な事業会
社における会計とは異なる処理を行う部分があり、保険会社の財務諸表は、一般的な事業
会社の財務諸表と異なる様相を呈している箇所がある。また、海外に目を向けると、国際
会計基準審議会（International Accounting Standards Board, IASB）では、長年にわた
って、保険契約に関して独立した会計基準の開発を継続しており、2013 年 6 月に国際財
務報告基準（International Financial Reporting Standards, IFRS）の二度目の公開草案
「保険契約」（以下「2013 年 IFRS 公開草案」）を公表している。本論文では、上記のよ
うに他の取引と区分されているところがみられる保険契約の会計上の取扱いについて、損
益面に焦点をあてて、現行のわが国における会計処理および 2013 年 IFRS 公開草案につ
いて確認した。次いで、損益計上の考え方と保険契約の性質をふまえて、保険契約以外の
取引との比較を通して、保険契約の損益計上に関する取扱いについて考察した。
第 1 章では、保険契約について、法律上の枠組みおよび具体的な分類を整理した。保険
契約は、保険者と保険契約者が締結する有償双務契約であり、契約で定められた保険期間
にわたって、保険料を対価として保険者から保険契約者に対して危険負担が提供される。
保険事故が生じた際には保険金の支払という形で、その一部が顕在化することになる。
また、保険契約は「保険契約法」である保険法と「保険監督法」である保険業法で規定
されており、大きく「生命保険契約」、「傷害疾病定額保険契約」および「損害保険契約」
の 3 つに分けられた。本論文では、これらの保険契約のうち、契約期間の長さ（超長期）
や契約の対象物（人命）など、保険契約以外の取引にはない要素を有している生命保険契
約を念頭に考察した。そして、生命保険に特徴的な点として、(1)長期性、(2)大量性、(3)
非市場性、および(4)収入先行性を取り上げて検討した。
第 2 章では、会計の目的である情報提供と利害調整について、生命保険会社における開
示の概要をみた。我が国においては、保険会計に関する GAAP（Generally accepted
accounting principles）が存在しないため、保険監督のための法定会計に基づいた会計処
理が GAAP の財務報告においても適用されている。
第 3 章では、保険契約に関する会計基準について、主に損益計上と関連付けて、現行の
日本基準および 2013 年 IFRS 公開草案における考え方と会計処理の論点を整理した。保
険契約の損益計上について取り上げるにあたって、まず、財務諸表の構成要素としての「収
2益」について、ASBJ の概念フレームワークなどにおける記述を確認した。また、収益費
用アプローチにおける期間損益計算の枠組みとして、実現原則、発生原則、および対応原
則を概観し、金融投資と事業投資の区分、および資産負債アプローチによる損益計上につ
いて確認し、基本的な損益計上についての考え方をふまえたうえで、保険契約の損益計上
について日本基準および 2013 年 IFRS 公開草案における取扱いをみた。
第 4 章では、保険契約と類似点を有すると考えられる保険契約以外の取引を取り上げ、
それぞれの取引形態および会計処理について、保険契約と比較した。具体的には、保険契
約との類似点がみられる継続的なサービス、保証、プットオプションおよび工事契約につ
いて、わが国の会計基準および 2013 年 IFRS 公開草案における取扱いと比較した。
継続的なサービス提供と保険契約の損益計上の考え方は、当期に提供したサービスに対
応する部分についての損益を認識する枠組み、および、適切な期間損益計算を目的として、
現金収支や債権債務の確定のタイミングと損益計上のタイミングとのズレを調整するため
に、経過勘定の機能を果たす資産・負債を計上する計算構造となっている点が類似してい
た。ただし、保険契約においては、その長期性ゆえに、時間価値を考慮して現在価値への
割引がなされている点や、将来の収支や現在価値への割引率が現時点での予想に基づいて
おり、見積りやその見直しが損益に与える影響が大きくなる点が相違していた。
次に、製品保証では、将来の支出に備える引当金の役割をもつ負債の存在が共通してい
た。ただし、そこでは継続的なサービス提供としての面が捉えられていなかった。続いて、
金融保証では、会計処理の前提において、そもそも取引の個別的な処理の側面にのみ焦点
があてられ、保険会社のように保険サービスの提供を主たる事業として、多数の契約を一
体として管理して、大数の法則により将来のキャッシュ・フローを見積るような状況が想
定されていなかった。
プットオプションについては、キャッシュ・フローの束としての性質は保険と類似する
ものの、時価の算定可能性において相違があった。オプションを含むデリバティブの会計
処理では、時価評価差額が損益とされているが、保険の既契約には、活発な取引市場が存
在しないため、市場価格を算定することが難しい。また、保険会社においては、保険会社
自らが保険サービスの提供を履行する意思をもって保険契約を締結している。もとより、
保険契約においては、保険者である保険会社から契約を解除することはできず、市場性が
ないため契約を移転することもできない。このように、保険事業として多数の保険契約を
保有する保険会社においては、保険契約そのものの市場価格の変動を決済することによる
3利益獲得を目的としているわけではなく、当期の保険サービスの提供から生じたと考えら
れる保険収益と、保険費用とを対応づけた差額として、期間利益を算定する収益費用アプ
ローチによって行うことが、投資の成果について事前の期待の達成の確認するために必要
となると考えられた。
工事契約との比較では、工事進行基準およびアウトプット法による進捗度の測定が、保
険契約となじむ考え方であった。ただし、見積りの変更の損益への反映については、減損
処理のような損失計上を除いて、工事契約と、保険契約の日本基準および 2013 年 IFRS
公開草案での取扱いが相違していた。
第 5 章では、前章までの内容をふまえて、保険契約の損益計上の取扱いについて考察し
た。保険契約は、一定の期間にわたって継続的なサービスを提供するものであり、進捗度
による収益・費用の計上が考えられた。
また、保険契約は大数の法則を前提として成立しているため、同質のリスクにさらされ
た多数の保険契約を一体としてみなすべきであり、保険契約の会計処理においては、個別
の契約を、それ自体単体でみるだけではなく、多数の保険契約の集合を一体として保有す
る保険事業における会計処理の一部として把握する観点が必要であった。保険事業におい
ては、保険契約の市場での決済を通じた保険契約の価値変動による利益獲得を目的として
おらず、また、そもそも生命保険の既契約は市場性がないため、保険契約にかかる期間損
益の計算においては、保険契約について何らかの方法で時価を算定したとしても、その時
価評価差額をそのまま損益として計上するべきではない。
従来の収益費用アプローチにおいて据えられていたような損益計上の考え方をいかす
べきであり、資産負債アプローチを前提とするならば、収益と費用の対応を重視した狭義
の資産負債アプローチをとることになると主張した。
ただし、保険契約の長期性という特徴から、予想と実際の乖離が大きくなる可能性があ
り、また、見積りの変更のインパクトも大きくなるため、当期の保険サービスから生じた
と考えられる保険収益と保険費用とを対応づけた損益計上において、見積りの影響が極め
て重要である点に留意する必要があると結論づけた。
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1序章 はじめに
現状、わが国の保険会社による保険契約に関する財務会計においては、一般的な事業会
社における会計とは異なる処理を行う部分があり、保険会社の財務諸表は、一般的な事業
会社の財務諸表と異なる様相を呈している箇所がある。また、海外に目を向けると、国際
会計基準審議会（International Accounting Standards Board, IASB）では、長年にわた
って、保険契約に関して独立した会計基準の開発を継続しており、2013 年 6 月に国際財
務報告基準（International Financial Reporting Standards, IFRS）の二度目の公開草案
「保険契約」（以下「2013 年 IFRS 公開草案」）を公表している。IFRS とのコンバージ
ェンスを図ってきたわが国においても、検討が必要とされるところである。
本論文では、上記のように他の取引と区分されているところがみられる保険契約の会計
上の取扱いについて、損益面に焦点をあてて、現行のわが国における会計処理および 2013
年 IFRS 公開草案について確認する。次いで、損益計上の考え方と保険契約の性質をふま
えて、保険契約以外の取引との比較を通して、保険契約の損益計上に関する取扱いについ
て考察する。
本論文での会計基準に関する対象をまとめると下表のとおりである。また、保険契約と
しては、主としてわが国の生命保険契約を念頭におく。
取引形態 日本基準 IFRS
保険契約（第 3 章） ① ②
保険契約以外の取引（第 4 章） ③ ④
・会計処理に関する法令・会計基準等
① 保険業法、保険業法施行規則
② 2013 年 IFRS 公開草案
③ 企業会計原則、企業会計基準第 15 号「工事契約に関する会計基準」等
④ IFRS 第 9 号「金融商品」、IFRS 第 15 号「顧客との契約から生じる利益」等
まず、第 1 章では、保険契約について、法律上の枠組みおよび具体的な分類を概観する。
また、第 2 章では、会計の目的である情報提供と利害調整について、保険会計における現
2状をまとめる。第 3 章では、保険契約に関する会計基準について、主に損益計上と関連付
けて、現行の日本基準および 2013 年 IFRS 公開草案における考え方と会計処理の論点を
整理する。さらに第 4 章では、保険契約と類似点を有すると考えられる保険契約以外の取
引を取り上げ、それぞれの取引形態および会計処理について、保険契約と比較する。具体
的には、継続的なサービス、保証、プットオプションおよび工事契約について、わが国の
会計基準および 2013 年 IFRS 公開草案における取扱いと比較する。
第 5 章では、前章までの内容をふまえて、保険契約の損益計上の取扱いについて考察す
る。
3第１章 保険契約の分類
本章では、保険契約について、わが国における法律上の枠組みおよび具体的な分類を概
観する。
第１節 法律に基づく分類
保険契約は、保険者と保険契約者が締結する契約である。一般に、保険契約の内容は、
保険者である保険会社が提供する保険商品ごとにあらかじめ約款において定められて
いる（附合契約）。また、（潜在的な）保険契約者による申込みと、それを受けた保険
会社による引受けの承諾により成立する（諾成契約）。
そして、保険契約は、保険者の危険負担給付と保険契約者の保険料給付が対価関係に
あり（有償契約）、保険者の危険負担義務と保険者の保険料支払義務が機能的に相互に
交換づけられている（双務契約）。危険負担1は、契約で定められた保険期間にわたって、
保険料を対価として保険者から保険契約者に対して提供され2、保険事故が生じた際には
保険金の支払という形で、その一部が顕在化することになる3。また、正当な保険契約者
が保険料支払という義務を履行している限り、保険者の側から一方的に契約を解除する
ことはできない。
保険契約の取引を含む保険に関する法律の枠組みは、「保険契約法」と「保険監督法」
に大別される4。
「保険契約法」は、保険者である保険会社と保険契約者の間で締結される保険契約を
規制するルールであり、わが国では保険法に規定されている。一方「保険監督法」は保
険者である保険会社を規制監督するための根拠法であり、わが国では保険業法がその基
本法である5。
1 保険者の側からみると義務、保険契約者からみると給付となる。
2 保障、リスクカバー、もしくは保険サービスの提供とも言い換えられる。本論文では主に保
険サービスという。
3 近見（2006）p.49。仮に保険金支払のみが保険者の義務であるとすると、保険期間にわたっ
て保険事故の発生しなかった保険契約者に対しては何ら給付をしていない（義務を履行してい
ない）ことになる。
4 米山（2012）p.132
5 新日本有限責任監査法人（2010）p.31
4(1) 保険法
保険法では、その対象とする「保険契約」6について「当事者の一方が一定の事由
が生じたことを条件として財産上の給付（生命保険契約及び傷害疾病定額保険契約
にあっては、金銭の支払に限る。以下「保険給付」という。）を行うことを約し、
相手方がこれに対して当該一定の事由の発生の可能性に応じたものとして保険料」
を支払うことを約する契約と定義している7。また、「保険者」とは「保険契約の当
事者のうち、保険給付を行う義務を負う者」をいい、「保険契約者」とは「保険契
約の当事者のうち、保険料を支払う義務を負う者」をいう。また、「保険金受取人」
は、「保険給付を受ける者として生命保険契約又は傷害疾病定額保険契約で定める
ものをいう」とされている8。
保険契約は、以下のように、大きく「生命保険契約」、「傷害疾病定額保険契約」
および「損害保険契約」の 3 つに分けられている。
① 生命保険契約
生命保険契約は「保険契約のうち、保険者が人の生存又は死亡に関し一定の保険
給付を行うことを約するもの（傷害疾病定額保険契約に該当するものを除く。）を
いう」9。保険給付の支払事由となる保険事故は、満期における被保険者の生存また
は保険期間内における死亡の事実である10。その際に支払われる保険金額は、保険
事故の発生による具体的な損害の有無・程度に関係なく、約定された定額の保険金
額が保険金受取人に支払われる。
② 傷害疾病定額保険契約
傷害疾病定額保険契約とは「保険契約のうち、保険者が人の傷害疾病に基づき一
定の保険給付を行うことを約するものをいう」11。保険給付の支払事由となる保険
事故は、保険期間内における被保険者の傷害または疾病の事実や、それらによって
発生した入院・手術・高度障害などがある。
③ 損害保険契約
6 保険契約、共済契約その他いかなる名称であるかを問わない（保険業法第 2 条第 1 項）。
7 保険法第 2 条第 1 項
8 保険法第 2 条第 1 項、第 5 項
9 保険法第 2 条第 8 項
10 保険法第 37 条
11 保険法第 2 条第 9 項
5損害保険契約とは「保険契約のうち、保険者が一定の偶然の事故によって生ずる
ことのある損害をてん補することを約するもの」12をいい、「金銭に見積もること
ができる利益に限り、その目的とすることができる」とされている13。
保険給付の支払事由となる保険事故は、保険期間内に保険者が契約上填補すべき
（保険金を支払うべき）損害を発生させる事実であり、契約の定義にあるように「一
定の」「偶然の」ものでなければならず、発生した損害との因果関係がなければな
らない。
また、損害保険契約は「損害のてん補」を目的としているため、偶然な事故の発
生により被った経済的不利益の発生によって滅失するおそれのある利益14を持たな
い契約は無効である。
(2) 保険業法
保険業は免許制であり、生命保険業免許および損害保険業免許の二種類の免許が
ある15。そして、それぞれの免許において、引受けできる保険の範囲が定められて
いる。
① 生命保険業免許
生命保険業免許により引受けの対象とできる保険の範囲は、人の生存または死亡、
疾病、傷害に関し、一定額の保険金を支払うことを約し、保険料を収受する保険で
ある16。
② 損害保険業免許
損害保険業免許により引受けができる保険は、一定の偶然の事故によって生ずる
ことのある損害をてん補することを約し、保険料を収受する保険等とされている17。
本論文では、これらの保険契約のうち、生命保険契約を念頭において考察する。
生命保険契約が、契約期間の長さ（超長期）や契約の対象物（人命）など、保険契
12 保険法第 2 条第 6 項
13 保険法第 3 条
14 被保険利益と呼ばれる。
15 保険業法第 3 条第 1 項、第 2 項
16 保険業法第 3 条第 3 項
17 保険業法第 3 条第 4 項
6約以外との取引にはない要素を有していることから18、他の一般的な取引とは別個
の会計基準や会計処理が存在していると考えられるため、他の取引との違いが顕著
であると思われる生命保険契約を対象とする。
また、本論文では、保険契約によって結び付けられた当事者である保険者と保険
契約者のうち、保険者（保険会社）の立場からみた保険契約を取り上げる。
第２節 生命保険の分類
生命保険は、保険会社から提供される商品としての性質によって、以下のように分類
できる。
分類 具体例
保険事故による分類 死亡保険、生存保険（年金保険、学資保険
等）、生死混合保険（養老保険等）
死亡保険の保険期間による分類 定期保険、終身保険、定期付終身保険
個人年金保険の受取期間による分類 終身年金、保証期間付終身年金、確定年金、
有期年金、保証期間付有期年金、夫婦年金
保険金支払方法による分類 一時金保険、年金保険
契約者配当による分類 無配当保険、準配当保険、有配当保険
保険料払込方法による分類19 一時払20、年払、半年払、月払
保険料払込期間による分類21 一時払込み22、短期払込み、全期払込み、
終身払込み
第３節 生命保険の特徴
18 損害保険においては、CAT ボンド（catastrophe bond）や天候デリバティブなどの保険契
約以外の代替手段が存在するのに対して、生命保険についてはそのような代替手段を利用でき
ないという点からも、生命保険に固有の要素があるといえる。
19 このような払込方法の違いにより、保険会社の年間の保険料収入は大きく左右される。その
ため、それぞれの保険契約の保険料を、契約期間中に平均して受領できると仮定した場合に、
保険会社が保険契約全体から１年間に得られるであろう保険料収入を示す指標として、年換算
保険料が開示されている。
20 保険期間全体にかかる保険料全額を保険契約時に一度に払い込む方法。
21 注 19 参照。
22 注 20 参照。
7生命保険の特徴は、視点をどこにおくかによっていくつかの捉え方が考えられるが、
ここでは、 (1)長期性、(2)大量性、(3)非市場性、および(4)収入先行性を取り上げる。
(1) 長期性
生命保険は、人の生死を対象としている。そのため、契約期間が数十年にわたる
場合もある23。たとえば、終身保険では、契約後、死亡するまでの一生涯が契約の
対象となる。また、10 年など保険期間を区切った定期保険であっても、通常、保険
契約者は契約の更新が可能であるため、契約関係の継続は数十年にわたる場合もあ
る。なお、伝統的な生命保険契約においては、その契約期間において、保険料や保
険金といった契約条件は契約当初のまま一定である。
(2) 大量性
現代の保険契約は、大数の法則を前提として成立している。大数の法則とは「個
別に見れば偶然と思われる事象も、大量観察すればそこには一定の法則が見られる
という原理」であり24、「偶然事象の観察数が多くなればなるほど、それだけ確実
に、実際の結果が予想の結果に近づく」ことになる25。したがって、保険契約を安
定的に成り立たせるためには、同じようなリスクにさらされている対象（について
の保険契約）を数多く集めなければならず、構造上の必然の結果として、同質のリ
スクにさらされた多数の経済主体による集団（との保険契約の束）が形成され、こ
の集団（との保険契約）全体でリスクを分担することになる26。
(3) 非市場性
生命保険は、過去においてすでに締結済の契約について、活発な取引市場が存在
していないという特徴がある。市場性がなく、代替手段を利用できないため、無裁
定取引を想定することができない。このように、流通市場がなく、客観的な市場価
格が生成されないため、時価を算定する場合は、見積りに基づくことになる。
23 このような長期にわたる契約は、生命保険のほかには国債やインフラなどの優良安定企業の
社債があるが、それほど一般的ではない。
24 近見（2006）p.32
25 下和田（2014）p.39
26 近見（2006）p.32、pp.39-40
8また、上場株式のように、市場での取引により価格変動から利益を得ることは困
難といえる。
(4) 収入先行性
保険契約では、契約に際して保険会社が保険料を前受（保険契約者からみると前
払）することが必要である。もし保険料を前受しない場合には、保険事故が発生し
た際に、支払保険金の原資をその時点で保険契約者から受け取るか27、その所要分
の金銭を別途借入などで賄うことができれば保険契約は成立する。しかしながら、
国の社会保険などと異なり、民間の保険会社は、保険契約者に対して保険料を強制
的に賦課することはできず28、また、保険料を前受していない保険会社は、財政状
態が脆弱なため借入のできるような信用力を具備できないと考えられる。このため、
現実的には保険料を前受しない保険契約は成立しないといえる29。
なお、法定会計のうえでも未収保険料の計上が禁止されており、保険料の前受が
前提となっている30。
このように保険契約では、保険料を前受し、保険金を後払することから、損益計
上において、収益となる受取対価が先行して決定および収入されたうえで、費用と
なる支払保険金が後から確定および支出される構造となっている31。
27 保険事故の発生した保険契約者および保険事故の発生していない契約者の双方から保険料
を受け取る必要がある。
28 保険事故が発生しなかった保険契約者が保険料を支払わない、もしくは保険事故が発生した
場合にのみ保険契約者が保険料を支払う状況が起こり、その結果として、保険事故が発生した
場合にのみ（事後的に）保険が契約されるのと同様の事態に陥ることが想定される。
29 なお、保険料を前受することにより「保険資金を蓄積しておけば、保険事故発生の際に即座
に保険給付が可能となり、経済的保障の適時性・適量性が達成される」という効果もある（小
川（2008）p.32）。保険契約では、事前に「＜多数×少額＞の貨幣」が集められ、保険事故を
トリガーとして「＜少数×多額＞の貨幣に転換」され、異時点間で「貨幣の再配分が行われて
いる」ともいえる（小川（2008）p.44）。
30 第 3 章第 2 節第 2 項参照
31 このような特徴をもっとも顕著に示す保険商品として、一時払の終身保険がある。
9第２章 保険会計の目的
保険契約は、保険者と個々の保険契約者との間で個別に締結される契約であるが、それ
ら個々の取引に関する会計は、最終的に会計年度ごとの財務報告に集約される。その財務
報告の主体となる保険者は、一般に保険会社であり、また、いうまでもなく保険会社にお
いては保険契約に関する取引が本業でありもっとも重要である32。したがって、保険契約
についての会計は、保険会社における財務報告の目的にそったものである必要があるとい
える33。
一般に財務報告の目的について、ASBJ 討議資料では「投資家の意思決定に資するディ
スクロージャー制度の一環として、投資のポジションとその成果を測定して開示すること」
としている（情報提供（意思決定支援）目的）34。そして、投資の成果を示す利益情報は、
投資家が企業価値評価の基礎とする将来キャッシュ・フローの予測に用いられ、投資のポ
ジション（＝利益を生み出す投資のストック）に関する情報は、投資の収益性（効率性）
をみるために利用されるとしている35。また、開示された会計情報の副次的な利用として、
企業関係者間の私的契約等を通じた利害調整や政府等の規制などを挙げている36（利害調
整（契約支援）目的）37。
保険契約に関する会計を主たる要素として包含する保険会社の財務報告についても同
様に、情報提供および利害調整を目的としていることが考えられる。本章では、これらの
目的にそって、わが国における生命保険に関する財務報告の現状をまとめる。
第１節 情報提供（意思決定支援）目的
生命保険会社においても、一般の事業会社と同じく、貸借対照表と損益計算書により、
投資のポジションとその成果を開示している。そのうち、投資の成果を示す利益情報に
32 2013 年度の日本の生命保険会社の経常収益は各社の合計で約 53 兆円であるが、そのうち保
険料等収入が約 36 兆円であり（ほかに資産運用収益が約 11 兆円等）、経常費用では各社計約
50 兆円のうち、保険金等支払金と責任準備金等繰入額を合わせると約 43 兆円を占めている（生
命保険協会（2014b）p.17）。
33 本論文では（管理会計ではなく）財務会計の観点を前提とする。
34 ASBJ（2006）第 1 章第 2 項
35 ASBJ（2006）第 1 章第 3 項
36 ASBJ（2006）第 1 章第 11 項
37 秋葉（2014a）pp.20-23
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は、当期純利益38、経常利益のほか、生命保険会社が独自に開示している指標として基
礎利益がある。
基礎利益とは「保険料収入や保険金・事業費支払等の保険関係の収支と、利息及び配
当金等収入を中心とした運用関係の収支からなる、生命保険会社の基礎的な期間損益の
状況を表す指標で、一般事業会社の営業利益や、銀行の業務純益に近いもの」であり、
経常利益から有価証券の売却損益などの「キャピタル損益」と「臨時損益」を控除して
求められる39。この基礎利益にもっとも影響をおよぼすのが保険料収入や保険金・事業
費支払等の保険関係の収支であるため、保険契約が会計上どのように表現されるかによ
って保険会社の利益額が左右されるといえる。
また、貸借対照表に記載される投資のポジションは、一般の事業会社のような流動性
配列法ではなく、有価証券や貸付金など資産運用の形態により区分表示されている40。
なお、財務諸表における数値に加えて、生命保険会社では保有契約高41やエンベディ
ッド・バリュー（Embedded Value）42といった経営指標も開示している。
第２節 利害調整（契約支援）目的
保険契約に関する利害調整（契約支援）として、保険契約においてもっとも重要な関
係者である保険契約者の保護が挙げられる。保険契約者が契約内容どおりに保険サービ
スを享受するためには、保険会社が保険期間にわたって存続し、かつ、保険サービスを
履行するために十分な財政状態を維持していることが必要であり、そのためには保険会
社の財務の健全性をモニタリングすることが求められる。また、生命保険契約の場合、
契約締結から契約完了までが長期にわたる。そのため、契約の不履行を望まない合理的
な顧客（保険契約者）であれば、一般的な財・サービスを購入する場合と比較して、対
象となる（保険）サービスそのものだけではなく、サービスを提供する企業（保険会社）
38 相互会社においては当期純剰余という名称を使用している。
39 生命保険協会（2014a）p.8
40 2013 年度末の生命保険会社全社の資産合計は約 351 兆円で、その内訳は、有価証券 81.3％、
貸付金 10.9％などとなっている（生命保険協会（2014a）p.13）。
41 生命保険会社が保障する金額の総合計額。生命保険契約では、死亡時の支払金額等の総合計
額となる。
42 一般的に株主価値の一部であり、「修正純資産」（純資産の部に資産の含み損益や負債中の内
部留保等を加えたもの）と「保有契約価値」（保有契約から将来生じる利益の現在価値）を合
計した額。なお、エンベディッド・バリューの計算は、リスクと不確実性をともなう将来の見
通しを含んでいる（生命保険協会（2014a）p.38）。
11
の信用を示す財政状態も、顧客の意思決定に与える影響がより大きいと予想される。
生命保険会社の財政状態は、一般の事業会社と同様に、貸借対照表によって開示され
る。生命保険会社の貸借対照表では、純資産の部に資本金43や剰余金が記載されている
ほか、負債に計上される価格変動準備金や危険準備金、および貸倒引当金なども、会社
の経営資金および諸リスクを担保する機能を果たしている44。
なお、我が国においては、保険会計に関する一般目的の公正妥当と認められる会計基
準（Generally accepted accounting principles, GAAP）が存在しないため、保険監督の
ための法定会計（Statutory Accounting Principles、SAP）に基づいた会計処理が GAAP
の財務報告においても適用されている。SAP に関して、保険業法では「内閣府令で定め
るところにより、各事業年度に係る計算書類（貸借対照表、損益計算書、剰余金の処分
又は損失の処理に関する議案その他相互会社の財産及び損益の状況を示すために必要
かつ適当なものとして内閣府令で定めるものをいう。以下この款において同じ。）及び
事業報告並びにこれらの附属明細書を作成しなければならない」とされている45。
また、負債の大半を占める責任準備金については「長期の保険契約で内閣府令で定め
るものに係る責任準備金の積立方式及び予定死亡率その他の責任準備金の計算の基礎
となるべき係数の水準については、内閣総理大臣が必要な定めをすることができる」と
されている46。これは標準責任準備金制度と呼ばれており、保険会社の健全性の維持お
よび保険契約者の保護の観点から、保険会社に一定の責任準備金の積立水準を確保させ
るために、監督当局が責任準備金の積立方式47と計算基礎率48を定めているものである49。
この計算基礎率は、契約時のまま変更されず、全保険期間にわたって使用される50。
さらに保険会社の財政状態について、貸借対照表に加え、財務諸表の数値を加工した
指標として、ソルベンシー・マージン比率51や実質資産負債差額（＝実質純資産額）52が
43 相互会社では基金となる。
44 生命保険協会（2014a）p.25
45 保険業法第 54 条の 3 第 2 項
46 保険業法第 116 条第 2 項
47 平準純保険料式が指定されている（ほかにチルメル式がある）。
48 予定死亡率と予定利率が規定されている。
49 平成 8 年大蔵省告示第 48 号。なお、2014 年 6 月にこの告示の改正の告示が公布されてお
り、標準利率の算出方法が変更されている。
50 ロックイン方式と呼ばれる。
51 通常の予測を超えて発生するリスクに対応できる支払余力を表し、純資産などの内部留保と
有価証券含み益などの合計（ソルベンシー・マージン総額）を、数値化した諸リスクの合計額
で除して算出する（生命保険協会（2014a）p.9）。
12
開示されている。これらの指標は、監督当局による早期是正措置の発動の指標ともなっ
ている。それらのほかに、保険会社の保険金の支払能力について、外部の格付機関によ
る保険財務力の格付けが公表されている。
52 有価証券や有形固定資産の含み損益などを反映した時価ベースの資産の合計から、価格変動
準備金や危険準備金などの資本性の高い負債をのぞいた負債の合計を差し引いて算出する（生
命保険協会（2014a）p.11）。
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第３章 保険契約の損益計上
本章では、前章でみた保険契約に関する財務報告のうち、損益計上の面に焦点をあてて、
現行の日本基準および 2013 年 IFRS 公開草案における考え方と会計処理の論点をまとめ
る。
第１節 損益計上に関する考え方
はじめに、財務諸表の構成要素としての「収益」について、概念フレームワークでの
記述を確認し、その後、損益計上についての考え方を整理する。
第１項 概念フレームワークにおける収益の認識
わが国では ASBJ の討議資料において、収益を「特定期間の期末までに生じた資産の
増加や負債の減少に見合う額のうち、投資のリスクから解放された部分」としており、
また、「投資の産出要素、すなわち、投資から得られるキャッシュ・フローに見合う会
計上の尺度」としている。そして、収益の認識のタイミングは、「投下資金が投資のリ
スクから解放されたときに把握」される53。
一方、IASB の概念フレームワークでは、「広義の収益」（income）に含まれる「収
益」（revenue）として「企業の通常の活動の過程において発生し、売上、報酬、利息、
配当、ロイヤルティおよび賃貸料を含むさまざまな名称でよばれている」ものとしてい
る。そして、その認識については、財務諸表における他の構成要素と同様に、蓋然性規
準と信頼性規準を満たす必要があり、より具体的には、「稼得（earn）」されなければ
ならないと要請されている54。
なお、アメリカでは、FASB が SFAC No.5 において、収益や利得（revenues and gains）
の認識要件について、実現したまたは実現可能（realized or realizable）で、稼得され
た（earned）ものであることを求めている55。
このように、いずれの基準設定主体においても、原則的には、いわゆる実現主義の立
場に基づいて収益を認識しているといえる。
53 ASBJ（2006）p.17
54 秋葉（2014a）p.64
55 FASB（2008）para.83.
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また、会計情報の意思決定有用性に関して、その特性としての意思決定との関連性に
おいて、投資の成果について事前の期待の達成の確認するためには、成果である収益に
対して、犠牲になった費用を対応させることが必要となる。ここで、継続的な企業を前
提とすると、ある会計期間において収益と費用を対応させるために期間損益の計算が行
われ、収益と費用が会計期間に配分されることになる。
第２項 損益計上における大要
(1) 発生主義会計の基本原則56
上記のように、収益は、実現原則にしたがって認識される。一方、費用は発生原
則に基づいて計上され、最後に、対応原則により、収益と費用を対応づけた差額と
して、各期間の利益が算定されるのが期間損益計算である。これは、「収益費用ア
プローチ」と呼ばれる。以下に、対応原則、発生原則、および実現原則についてま
とめる。
① 対応原則（matching principle）
「対応原則は、所定のコスト負担をもって最大の成果を達成するという、企業の
経済活動の本質から派生している」。経済活動が引き起こすプラスの結果を収益と
して把握し、マイナスの結果を費用として認識し、その両者を対応づけて差額とし
て利益を算定することにより、企業の営利目的の達成度合を測定することができる。
ここでの対応の考え方については、個別的対応と期間的対応に分けることができる。
個別的対応とは「製品の売上高とその売上原価のように、特定の財貨を媒介として
収益と費用の対応関係を直接的に認識する方式」であり「もっとも厳密な対応づけ」
であるといえる。一方の期間的対応は「同一期間に計上された収益と費用は、それ
らがその期間の経済活動を通じて対応しているものと考え、会計期間を媒介とした
対応関係が認識される」ものであり、「広告宣伝費・賃借料・支払利息」などは期
間的対応により計上される57。
② 発生原則（accrual principle）
56 桜井（2013）pp.75-79
57 桜井（2013）pp.75-76
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発生原則は、収益と費用の計上について「現金収支の事実によってではなく、そ
れらの収益や費用の「発生の事実」に基づいて行われなければならない」とするも
のである。「収益は企業活動による経済的価値の生成を意味し、費用は経済的価値
の消費を意味する。したがって発生原則でいう収益や費用の「発生の事実」とは、
企業活動に伴う経済的価値の生成や消費を表すような事実を意味することになる」
58。
③ 実現原則（realization principle）
「実現原則は、会計情報が具備すべき信頼性の要件から派生しているもの」で「見
込生産された財貨の販売やサービス提供については、収益計上の確実性や客観性を
確保するために、財貨やサービスが実際に市場で取引されるまで、収益の認識を延
期する」ものである59。
実現原則では「(a)財貨やサービスが相手に引渡されたこと」および「（b）対価
として、現金・売掛金などの貨幣性資産が受取られたこと」の 2 つの条件が満たさ
れた時点で「実現」したものとして判断される60。
なお、ここでの貨幣性資産とは、売掛金や受取手形のように、営業プロセスにお
いて、販売を経て「回収過程にある項目、および余剰資金の運用としての保有株式
や貸付金など、最終的に収入となって貨幣を増加させる資産をいう。これに対し、
機械や商品のように生産・販売を経て最終的に費用となる項目は費用性資産とよば
れる」61。
また、上記の「条件(a)は、支配の移転を意味しており、その時点は明確に識別可
能」であり、「条件(b)により、貨幣的測定の公準に従った収益の客観的な測定が促
進されることになる。したがってこれらの 2 条件が満たされるとき、収益はその明
確性と後で取消されることのない恒久性を備えた、確実かつ客観的なものとして、
認識される」ことになる62。
「さらに条件(b)は、利益の現実的な処分可能性を確保するためにも必要である。
58 桜井（2013）p.76
59 桜井（2013）p.78
60 桜井（2013）p.78
61 桜井（2013）p.78
62 桜井（2013）p.78
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すなわち配当金や税金の支払は貨幣性資産の流出をもたらすが、これが実行可能で
あるためには、利益計算の基礎となる収益が、貨幣性資産の裏付けをもって計上さ
れなければならない」とされている63。
ただし、このような実現原則の判断基準のもとにおいては、売買目的有価証券の
値上がり分は利益から排除される。このため、利益の実現について、売却できる状
態になったときという規準を取り入れて、「実現可能性」により判断するという考
え方がある。しかしながら、そのように売却という実現の条件を緩めて範囲を広げ
ることは、売却を目的としていない投資の性質をもつ資産についても、値上がり分
を利益とすることにつながる恐れがある64。このため、投資の性質に基づいた利益
認識を行うことが必要となる。
(2) 金融投資と事業投資
投資の成果を示す利益情報を計算するにあたって、その投資の性質について、事
前にどのような成果を期待したものかによって、大きく金融投資と事業投資に分け
ることができる。
金融投資は、上述の売買目的有価証券のように、随時換金（決済）可能で、換金
（決済）の機会が事業活動による制約・拘束を受けないため、市場価格の変動に着
目して、会計期間中に生じた市場価格の上昇額によって収益が測定されることが妥
当であると考えられる65。
他方、事業投資では、投資活動の継続が前提とされている場合、そこで利用され
ている資産の市場価格に意味を見出すことは困難である66。事業投資における収益
計上では交換に着目し、「原則として、事業のリスクに拘束されない資産を交換に
よって獲得したか否かで判断される。この場合の収益の額は、獲得した対価の測定
値に依存する。すなわち、対価が資産の増加となる場合にはその増加額、負債の減
少となる場合にはその減少額によって収益は測定され、収益は当該資産・負債の測
定値に基づくことになる」67。
63 桜井（2013）p.78
64 斎藤（2014）p.76
65 秋葉（2014b）p.71
66 ASBJ（2006）第 12 項
67 ASBJ（2006）第 44 項
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この金融投資と事業投資は、投資の外形ではなく性質で区分されるものである。
たとえば、ある特定の、市場性のある有価証券をみたときに、同じ投資の形態であ
ったとしても、それを保有する企業の事業活動との関連により68、売買目的有価証
券として保有している場合とそれ以外の場合を区分し、売却目的の場合のみを取り
分けて、売却によらずに値上がり益を損益に計上することになる69。
上述の実現可能性の考え方において、その条件として投資の形態だけではなく投
資の性質も合わせて判断基準とした場合、「現金またはその同等物への転換が容易
である」70という市場性に加えて、「事業の制約に拘束されていないなど、いつで
も換金するつもりであるという主体性」を要件として狭義に解釈することにより、
事業投資と金融投資における取扱いを区分することができる71。
(3) 資産負債アプローチによる損益計上
資産負債アプローチは、1976 年の FASB 討議資料において、従来の収益費用ア
プローチと対比する形で提起された。続いて、1985 年の FASB 概念書第 6 号で、
資産負債アプローチに基づく財務諸表の構成要素が定義された。その後、2004 年に
始まった FASB と IASB による概念フレームワーク改訂プロジェクトでは、資産負
債アプローチに公正価値測定を取り入れることが試みられた72。
資産負債アプローチによる損益計上については、定義・認識のみにおいて資産負
債を重視し、利益観は収益費用アプローチと同様とするか、もしくは、定義や認識
のみならず資産負債の特定の測定によることまでを含んだ利益観とするかによって
区分できる73。それぞれの利益観を、狭義と広義の資産負債アプローチとしてまと
めたものが下表である。
68 秋葉（2014b）pp.71-72
69 秋葉（2014a）pp.26-27
70 ASBJ（2006）第 58 項
71 秋葉（2014a）p.27
72 藤井（2014）pp.153-162
73 辻山（2013）p.167
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収益費用アプローチ 資産負債アプローチ
（狭義）
資産負債アプローチ
（広義）
規定関係 収益・費用→資産・
負債
資産・負債→収益・
費用
資産・負債→収益・
費用
定義・認識・ 収益・費用（成果と
努力）
資産・負債（経済的
資源と引渡し義務）
資産・負債（経済的
資源と引渡し義務）
測定 収益・費用の対応、
投資のリスクからの
解放
収益・費用の対応、
投資のリスクからの
解放
資産・負債の変動
利益 純利益 純利益 包括利益
第２節 日本基準における保険契約の取扱い
前節までの損益計上についての考え方を踏まえたうえで、当節では保険契約の損益計
上に関する具体的な会計処理を確認していく。
第１項 保険契約の定義
前述のように、日本の会計基準（GAAP）では、保険契約についての明示的な定義は
示されていない74。
保険契約は、キャッシュ・フローの束とみなした場合、金融商品の一種ともいえるが、
「保険者が特定の事故の発生によって生ずる損害額等（損害保険又は生命保険）を通常
保険金支払の形で填補することを約する一方、保険契約者が保険料の支払義務を負う保
険契約は、金融商品会計基準の対象外」となっている75。その理由として、「満期返戻
金のない契約（掛け捨てのもの）は、金融商品ではない。これに対し満期返戻金のある
契約は、保険事由が発生しない限り満期に返戻金が支払われる。しかし、後者は純粋な
保険部分と積立金部分が組み合わせているから、両者の区分計算が必要となるが、保険
契約と密接な関係にあり区分計算は極めて困難であるため、金融商品会計の対象外とし
74 トーマツ（2013）p.4
75 金融商品会計に関する実務指針第 13 項
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た」とされている76。そのため、SAP にしたがった会計処理が GAAP による会計でも適
用されている。
第２項 保険料収入
保険料は、一般事業会社における売上高に相当するものであるが、損益計算書への計
上は、顧客からの受領時に現金収入額をそのまま保険料として収益に計上する77 。保険
料の（顧客の）払込方法を頻度でみると、月払、半年払、年払、および一時払等に分け
られるが、いずれ場合においても同様に、現金受領時にその収入額を収益に計上する。
つまり、期中における保険料の収益計上基準だけをみると、現金主義となっている。こ
の結果、損益計算書には現金受取額が保険料として表示されることになる。ただし、こ
の収益認識は決算において修正処理される（後述）。
また、期末においては未収保険料を計上しない78。 生命保険契約では保険料が支払わ
れないまま一定の猶予期間が経過した場合には、契約が失効する旨を約款で定めるのが
一般的であり、保険会社側では保険料の払込を強制することができないため、未収保険
料を債権として認識しない。
第３項 保険金支払
保険契約に定める保険事故が発生した場合に、保険金等79が契約に基づいて支払われ
る。保険金等は、一般事業会社における売上原価に相当するといえるが、こちらも保険
料と同様に、期中においては現金主義に基づく処理となり、現金支払時にその全額を費
用計上し、決算において修正する（後述）。
第４項 決算時の会計処理
(1) 保険会社の営業プロセスと収支の計上
保険会社の営業プロセスの概要を示すと、保険契約の締結→保険料の受領→保険
76 金融商品会計に関する実務指針第 224 項
77 厳密には、顧客から収受した保険料はいったん仮受金として計上する。契約締結後の初回保
険料については引受決定後、2 回目以降の保険料については個別契約との一致確認後に保険料
に振替計上する。また、前受金としては処理しない。
78 「決算期までに収入されなかった保険料は、貸借対照表の資産の部に計上してはならない」
と規定されている（保険業法施行規則第 69 条第 3 項）。
79 保険金等には、死亡保険金・満期保険金・給付金・年金・解約返戻金等が含まれる。
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事故の発生→保険金の支払、という過程をたどる80。はじめに、保険料収入という
キャッシュ・インフローがあり、次いで保険金支払というキャッシュ・アウトフロ
ーが生じ、その差額が保険契約からの損益として計上されることになる。
保険契約者から受領した保険料については、受け取った会計期間において一旦そ
の全額を収益とし（現金主義）、その一方で、将来の保険金支払等に備えた負債（責
任準備金）への繰入額を費用として計上することにより、結果として発生主義への
修正が図られている81。
(2) 保険金等の支払額の見越計上
決算では、上記(1)で述べたように、保険料のうち、保険契約に基づいた将来の債
務の履行に備えるために負債（責任準備金）を計上し、繰入額を費用とする。その
計上金額は、将来の支払予測額を予定利率によって現在価値に割り引くことにより
算定する82。
加えて、当期に受け取った保険料のうち、翌期以降に帰属すべき、保険というリ
スクカバーサービスをまだ提供していない未経過期間に対応する部分に見合う金額
も責任準備金に積み立てる83。
このような責任準備金の繰り入れにより、現金主義により計上された保険料の収
益認識が修正され、引き受けた保険リスクの解放に応じて損益を認識することにな
る84。
ただし、保険契約は大数の法則によるもので、保険料は受領時に、保険金は支払
時にそれぞれ計上されることから、ある一会計期間における保険料と保険金は、一
般事業会社における商品や製品単位での売上高と売上原価のような個別的な対応関
係の条件を満たしておらず、期間的な対応関係にとどまるといえる85。
また、生命保険契約は一般に長期にわたるが、責任準備金を算定するにあたって
使用される割引率（予定利率）は、当初に決定した利率に固定されており、契約後
80 本論文では、他の主要な業務プロセスである資産の運用および事業費の支払いについての説
明を省略する。
81 保険業法施行規則第 69 条
82 保険業法上の責任準備金の区分のうちの保険料積立金にあたる。
83 保険業法上の責任準備金の区分のうちの未経過保険料にあたる。
84 新日本監査法人（2010）p.50
85 トーマツ（2013）p.34、第 3 章第 1 節第 2 項参照。
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は見直さない。そのため、契約締結以降に金利変動が生じた場合、その影響は即座
には責任準備金へ反映されない。この場合、責任準備金の積み立ては当初の契約利
率に基づいた額が繰り入れられるのに対して、資産運用利回りは予定利率と連動し
ないことになる。契約当初の予定利率と、契約開始後の実際の運用利回りとの差が
大きくなるにしたがって、積み立てるべき責任準備金と実際の運用により発生する
収入金額との間に乖離が広がっていく86。
ある保険契約について、契約後に市場金利が低下した状態が長く続いた場合、簿
価上は「単年度ベースの損益が徐々に悪化するというかたちでしか表れず、財務会
計上の「隠れた負債」を生じさせることになる」87。なお、保険会社は、将来収支
分析が義務付けられており、将来の債務の履行に対して責任準備金が不足している
と認められる場合には追加の積み立てを行わなければならない88。この追加積立の
時点で、責任準備金に割引率の変動の影響が反映されることになる。
(3) 保険金支払の修正
すでに保険事故の発生による支払事由が存在しているものの、期末時点で支払が
完了していない未払保険金等については、負債（支払備金）を計上し、発生主義に
よる費用認識へ修正している89。
第３節 IFRSにおける保険契約の取扱い
IASB は、保険会計の国際的な比較可能性を高めるために、統一的な保険会計基準の
策定を目指して開発を続けている。
1997 年に IASB の前身である国際会計基準委員会（ International Accounting
Standards Committee, IASC）において、保険契約に関する検討が開始された。その後、
2002 年に、このプロジェクトを、暫定的な基準を策定するフェーズⅠと、恒久的な基準
86 トーマツ（2013）p.75。この乖離が保険会社を破たんさせるほど巨額にマイナス方向へ拡
大した状況が、いわゆる逆ざや問題である。
87 森本（2011）p.198
88 新日本監査法人（2010）p.208
89 支払備金は、特に損害保険において重要な項目である。生命保険の場合は、人の生死という
判断が容易な事象に基づいて、事前に定められた一定額を支払うのに対して、損害保険では、
損害額の査定が必要なため、保険事故の発生から保険金支払までの期間が生命保険とくらべて
長期化する傾向があり、決算をまたぐ支払備金も多額にのぼる。
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を策定するフェーズⅡに分離することを決定した。これは、2005 年に予定されていた欧
州における IFRS 導入のタイミングまでに、恒久的な基準を策定することを断念したた
めである。
2004 年には、フェーズ I の成果として、IFRS 第 4 号「保険契約」が公表された。こ
の暫定的な基準では、保険負債の十分性テストの実施や、期末に存在しない保険契約か
ら発生すると見込まれる負債は認識しないことなどが定められていたが、基本的には、
各国における既存の会計処理を容認するものであった。
フェーズⅡにおいては、2007 年にディスカッション・ペーパー「保険契約に関する予
備的見解」が公表された。ディスカッション・ペーパーでは、保険負債を現在出口価値
で評価するものとされていた。現在出口価値とは、残存する契約上の権利と義務をただ
ちに他の企業へ移転するための対価とされていた。これに対して、2010 年に公表された
公開草案「保険契約」では、履行価値という概念が導入された。履行価値とは、契約の
義務を履行するために保険会社が支払う金額であり、企業固有のキャッシュ・フローが
用いられる90。
2010 年の公開草案での提案内容に対して寄せられたコメントを受けて、2013 年に二
度目の公開草案が公表された。2013 年 IFRS 公開草案に対するコメント募集を経て、引
き続き、最終基準化に向けた議論が継続している。
以下では、2013 年 IFRS 公開草案のうち、特に損益計上と関係の深い部分について概
観する。
第１項 保険契約の測定
2013 年 IFRS 公開草案では、保険契約を「一方の当事者（発行者）が、他方の当事者
（保険契約者）から、所定の不確実な将来事象（保険事故）が保険契約者に不利な影響
を与えた場合に保険契約者に補償することに同意することにより、重要な保険リスクを
引き受ける契約」と定義している91。
ここでは、保険会社だけでなく、保険契約とみなされる契約を発行するすべての企業
への適用が想定されている。たとえば、通常の保険契約以外に、ある種の金融保証契約
（第 4 章第 2 節第 2 項参照）や、死亡による支払免除条項をともなう貸付金なども保険
90 森本（2011）pp.95-103
91 IASB（2013）付録 A
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契約に含まれる。なお、（再保険以外の）保険契約者側の会計処理は含まれていない92。
2013 年 IFRS 公開草案では、保険契約の主たる測定方法として、ビルディング・ブロ
ック・アプローチが提案されている。これは、保険契約（負債）を 4 つの構成要素（ブ
ロック）の積み上げとして測定するアプローチである。このブロックは、(1)保険契約の
将来キャッシュ・フロー、(2)貨幣の時間価値を反映する割引計算、(3)リスク調整、およ
び(4)契約上のサービス・マージンから構成されている。
(1) 将来キャッシュ・フロー
保険契約のキャッシュ・フローは、契約ポートフォリオの履行に直接関連するす
べてのキャッシュ・インフローおよびキャッシュ・アウトフローを含めなければな
らないとされている。そして、それらの見積りは、(a) 明示的で93、(b) 関連性のあ
る市場変数の見積りが当該変数についての観察可能な市場価格と矛盾しない場合に
は、企業の視点を反映し、(c) 企業が当該ポートフォリオの中の保険契約を履行す
るにつれて生じると見込まれるすべてのキャッシュ・インフローおよびキャッシ
ュ・アウトフローの金額、時期および不確実性に関するすべての利用可能な情報を、
偏りのない方法で織り込み、(d) 現在のものであり94、(e) 当該ポートフォリオの中
の各契約の境界線内のキャッシュ・フロー95を含めることが求められている96。
また、将来キャッシュ・フローの見積もりは「起こり得る結果の全範囲の期待値
（統計上の平均値）を算定すること」を目的としており、将来キャッシュ・フロー
について、もっとも可能性の高い結果、または生じる可能性の方が高い結果を算出
するのではなく、起こり得る結果の全範囲を反映する一定範囲のシナリオについて
の確率加重平均として見積られる97。
92 あらた監査法人（2013）p.235
93 「明示的」とは、当該キャッシュ・フローの見積りを、将来キャッシュ・フローを貨幣の時
間価値について調整する割引率の見積りや、当該将来キャッシュ・フローの金額および時期に
関する不確実性の影響についてキャッシュ・フローを調整するリスク調整とは別個に行わなけ
ればならないことを意味する（IASB（2013）para.22）。
94 「現在のものである」とは、当該見積りが、測定日現在で利用可能な情報のすべてを反映し
なければならないことを意味する（IASB（2013）para.22）。
95 「キャッシュ・フローが保険契約の境界線内」にある場合とは、企業が保険契約者に保険料
の支払を強制できる場合または保険契約者にカバー若しくは他のサービスを提供する実質的
な義務を有している場合のことを指している（IASB（2013）para.23）。
96 IASB（2013）para.22
97 IASB（2013）para.B40
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なお、将来キャッシュ・フローには、保険会社からみたときに収入になるもの（保
険料など）と支出になるもの（保険金支払など）があるが、将来キャッシュ・フロ
ーは、将来キャッシュ・アウトフローから、将来キャッシュ・インフローを差し引
くことによって算定される98。計算の結果、収入になるもののほうが多い場合には、
負の値をとることになる。
(2) 割引計算
上記の(1)で見積った将来キャッシュ・フローについて、測定日現在の価値で評価
するために、当該キャッシュ・フローの特性を反映した割引率を用いて、貨幣の時
間価値について調整しなければならない。ここでの割引率は、(a) 当該保険契約と
特性が一致するキャッシュ・フローを有する金融商品の観察可能な現在の市場価格
と整合的で、(b) 観察可能な市場価格に影響を与えるが当該保険契約のキャッシ
ュ・フローには関連性のない要因の影響を除外することが求められている99。
(3) リスク調整
上記のキャッシュ・フローの、金額および時期に関する不確実性の影響を表すた
めに、キャッシュ・フローの期待現在価値にリスク調整を適用することが要求され
ている100。
リスク調整は、保険契約を引き受ける企業がリスクを負担する対価に相当するも
のされている。IASB は具体例（金額単位は省略）として、90 となる確率が 50％
で 110 となる確率が 50％の負債の履行と、100 で固定された負債の履行とを等価
にするために企業が要求するであろう対価を挙げている101。
また「リスク調整は、明示的な方法で測定に含めなければならない。したがって、
原則的に、リスク調整は、将来キャッシュ・フローの見積りや、当該キャッシュ・
フローを貨幣の時間価値について調整する割引率とは別個のもの」として計算され
る102。
98 鈴木・関（2014）p.32
99 IASB（2013）para.25
100 IASB（2013）para.23
101 IASB（2013）para.B76
102 IASB（2013）para.79
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(4) 契約上のサービス・マージン
契約上のサービス・マージンは、保険契約の当初の認識時点において計算される
「保険契約の測定の構成要素で、企業が保険契約に基づくサービスを提供するにつ
れて認識する未稼得の利益を表すもの」として定義されている103。そのため、保険
契約の当初認識時点での、上記の(1)将来キャッシュ・フロー、(2)割引計算、および
(3)リスク調整の合計である履行キャッシュ・フローの現在価値がゼロを下回る場合
に、当該契約は未稼得利益を有することから、その分について契約上のサービス・
マージンを認識する。
契約サービス・マージンを認識することにより、契約開始時において把握された
利益（初日利益、Day1 gain）は繰り延べられ、保険カバー等のサービス提供にと
もなって償却（利益計上）される104。
なお、通常であれば、企業は当初から不利であると予想される契約を結ばないと
考えられるため、未稼得利益が発生することになるが、例外的に、上記(1)から(3)
の合計が正の値となる場合は「契約当初から損失が生じている状態と判断されるた
め、当該損失は即時に損失計上され、同額が保険契約負債として認識される」105。
第２項 保険契約の再測定
2013 年 IFRS 公開草案において、ビルディング・ブロックを構成する 4 つの要素は、
毎期末ごとに再測定される。
将来キャッシュ・フローは、想定している各シナリオにおける金額や発生確率を、再
測定時点での情報に基づいて見積る。過去および現在の保険カバーおよびその他のサー
ビスに関するキャッシュ・フローの変動は当期損益に計上し、将来の保険カバーおよび
将来のその他のサービスに関するキャッシュ・フローの変動は契約サービス・マージン
に加減する。
割引計算については、契約開始時の割引率による保険契約負債の金利は、当期の損益
に計上する。また、期末の情報を利用した結果、割引率の変更が生じた場合には、その
103 IASB（2013）付録 A
104 鈴木・関（2014）p.34
105 鈴木・関（2014）p.34
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影響による変動額をその他の包括利益（Other Comprehensive income, OCI）に計上す
る106。
リスク調整は、期末時点において見積りを更新し、前期からの変動額を当期損益に計
上する。「通常、保険カバー等の提供とともに不確実性は減少すると考えられるため、
保険契約ごとのリスク調整は徐々に減少すると考えられる。そのため、リスクからの解
放によってリスク調整が減少した分の利益が毎期計上されることが期待できる」107。
契約上のサービス・マージンは、保険のカバー期間にわたり、契約に基づき提供され
るサービスの移転をもっとも適切に反映する規則的な方法で損益に計上していく108。
また、計算された利益の財務諸表での表示において、収益は利益から逆算する形でマ
ージンを積み上げて表現され、投資要素（保険事故が発生しなかった場合でも保険契約
者に支払わなければならない金額＝返戻金等）は、収益の認識から除外される。
なお、2013 年 IFRS 公開草案の公表後、IASB による再審議の結果、リスク調整につ
いて、将来の保険カバーおよび将来のその他のサービスに関する直近の見積りの変更を、
契約上のサービス・マージンにおいて調整するアンロックの適用が仮決定されている。
また、割引率の変更による変動額について、会計方針により、OCI もしくは純損益を選
択して認識できるようにすることも仮決定している109。
106 2010 年の IFRS 公開草案では、割引率の変更から生じる変動を損益に認識することを提案
していた。これに対して「コメント提出者の多くが、引受活動及び投資活動からの利得及び損
失が、保険契約におけるキャッシュ・フローに適用される現在の割引率の変更から生じる変動
性のより大きい利得及び損失で覆い隠されること」に懸念を表明した。また「保険契約者に支
払われる金額が市場金利に左右されない場合には、割引率の変更はキャッシュ・フローの現在
価値の変動を生じさせるが、保険契約者に支払われる最終的な金額が変わらない」との指摘も
あった（IASB（2013）BC117）。2013 年 IFRS 公開草案において、割引率の変更による変動
を OCI で認識することを可能にした方向性は妥当であると考える。また、OCI で認識するこ
とにより、割引率の影響による損益の過度な変動を回避しつつ、前述の「隠れた負債」の問題
を解消することができる。
なお、OCI で認識した場合には、広義のリサイクリングが行われることにより、黙示的に損
益へ反映される（秋葉（2013a）pp.404-406、秋葉（2014b）pp.291-292）。
107 鈴木・関（2014）p.37
108 IASB（2013）para.32
109 川端（2014）pp.27-29
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第４章 保険契約以外の取引における損益計上との比較
前章でみた損益計上に関する考え方、および保険契約についての会計処理をふまえた
うえで、本章では、保険契約と類似点を有すると考えられる取引における損益計上につ
いて、保険契約と比較する。以下の各節において、(1)取引形態および保険契約との比較、
(2)日本基準における取扱い、(3)IFRS における取扱い、(4)保険契約との会計処理の比較、
の 4 項目を検討する。
第１節 継続的なサービス
(1) 取引形態および保険契約との比較
不動産の賃貸や金銭の貸付のような、事前に締結された契約に基づいて継続的な
サービス提供を行う取引では、契約時点で対価が確定しており「時間の経過に基づ
いて確実かつ客観的な収益を算定できる」110。保険契約も、サービスを提供する前
の契約段階において、保険料という対価が確定しており、その後の契約期間にわた
って継続して保険サービスを提供するという点で類似しているといえる（第１章第
１節参照）。
(2) 日本基準における取扱い
継続的に得られる収益を期間損益計算にあてはめるために、企業会計原則では、
前受収益と未収収益が定められている。「前受収益は、一定の契約に従い、継続し
て役務の提供を行う場合、いまだ提供していない役務に対し支払を受けた対価をい
う。従って、このような役務に対する対価は、時間の経過とともに次期以降の収益
となるものであるから、これを当期の損益計算から除去するとともに貸借対照表の
負債の部に計上しなければならない」とされている111。
一方、「未収収益は、一定の契約に従い、継続して役務の提供を行う場合、すで
に提供した役務に対していまだその対価の支払を受けていないものをいう。従って、
このような役務に対する対価は時間の経過に伴いすでに当期の収益として発生して
いるものであるから、これを当期の損益計算に計上するとともに貸借対照表の資産
110 桜井（2013）p.131
111 企業会計原則注解 5(2)
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の部に計上しなければならない」としている112。
このように、当期に認識する収益の範囲を限定するために、経過勘定として収益
の計上を繰り延べるための負債（前受収益）や収益を見越計上するための資産（未
収収益）が計上される。その結果として、認識される収益は、当期に提供した役務
に対応した部分となる。
費用の面でも同様に、前払費用や未払費用が計上される。「前払費用は、一定の
契約に従い、継続して役務の提供を受ける場合、いまだ提供されていない役務に対
し支払われた対価をいう。従って、このような役務に対する対価は、時間の経過と
ともに次期以降の費用となるものであるから、これを当期の損益計算から除去する
とともに貸借対照表の資産の部に計上しなければなら」ず、また「未払費用は、一
定の契約に従い、継続して役務の提供を受ける場合、すでに提供された役務に対し
ていまだその対価の支払が終らないものをいう。従って、このような役務に対する
対価は、時間の経過に伴いすでに当期の費用として発生しているものであるから、
これを当期の損益計算に計上するとともに貸借対照表の負債の部に計上しなければ
ならない」とされている113。このように費用が認識されることで、上記の収益とあ
わせて、当期に提供した役務に対応した損益が計上されることになる。
(3) IFRS における取扱い
IFRS 第 15 号「顧客との契約から生じる収益」では、企業が提供する物やサービ
スについて、企業から顧客へ支配が移転しているかどうかという点が、収益認識の
タイミングの判断基準となっている。その支配の移転の一つのパターンとして、企
業が顧客に対して義務を履行するのにしたがって、顧客が便益を享受し同時に消費
するような場合を示しており、そのような場合には、支配の移転が時間とともに徐々
になされるものとして、収益の認識を一時点ではなく履行される期間にわたって行
うこととしている114。
ここで述べられているような、企業が顧客に対して義務を履行するのにしたがっ
て、顧客が便益を享受し同時に消費する契約の具体例として、IFRS では、繰り返
112 企業会計原則注解 5(4)
113 企業会計原則注 5(1)、(3)
114 IASB（2014）para.35(a)
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して提供される清掃サービスを挙げている115。また、このような支配の移転パター
ンに該当するかどうかの判断が容易ではない場合には、仮に履行の途中でサービス
を提供する企業が変わった際に、その時点までにすでに履行されたサービスをやり
直す必要があるかどうかを考慮すべきであるとしている。もしやり直しが必要ない
ならば、顧客が便益を享受し同時に消費しているといえるとしている116。
なお、支配の移転パターン、つまり収益認識のパターンと、企業と顧客との間の
対価の受取・支払というキャッシュのやりとり、または売上にかかる債権・債務の
確定のタイミングは、一致するとは限らない。収益の認識を一時点で行わない場合
はなおさらである。そのような場合には、契約資産・契約負債という勘定科目が計
上される117。契約資産や契約負債は、契約上の権利や義務は確定しているものの、
その対価の受取や支払が確定していないものについて計上される。そのため、期末
時点での収益認識において、契約資産の残高は見越計上、契約負債の残高は繰延計
上されていることになる。期間損益計算の観点からみると、契約資産および契約負
債は、上述の日本基準における経過勘定と同じような役割を果たすことになると考
えられる。
(4) 保険契約との会計処理の比較
日本基準における保険契約の収益は現金主義で計上され、将来の保険サービスに
対応する部分は負債（責任準備金）に繰り入れられ費用計上される118。責任準備金
は、将来に発生すると見込まれる保険金等の支払いという費用に充てるために、あ
らかじめ積み立てられているものであり、いまだ支出されていない将来の費用を見
越計上する未払費用の役割がある。ただし、責任準備金の算定にあたっては、マー
ジンを含んだ計算率が用いられるため、現金主義の収益を将来に繰り延べる前受収
益と同じような機能も果たしているといえる。このように責任準備金によって繰
延・見越がなされた結果として、当期の保険サービスに対応した損益が計上される
ことになる。
2013 年 IFRS 公開草案では、単純化すると、保険契約から生じる将来に予想され
115 IASB（2014）para.B3
116 IASB（2014）para.B4
117 IASB（2014）para.105
118 実際は、繰入と戻入がネットされて計上される。
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るキャッシュ・インフローとキャッシュ・アウトフローの現在価値の差額119が損益
として計上されることになるが、契約時にキャッシュ・フローの差額のすべてを損
益計上するのではなく、いったん負債（契約上のサービス・マージン）に計上し、
契約の履行にともなって徐々に償却することにより、損益計上していくことになる。
以上のように、日本基準と IFRS における、一般的な継続して提供されるサービ
スと保険契約の損益計上の考え方は、当期に提供したサービスに対応する部分につ
いての損益を認識するという大枠において、共通しているといえる。また、適切な
期間損益計算を行うため、現金収支や債権債務の確定のタイミングと損益計上のタ
イミングとのズレを調整するために、経過勘定の機能を果たす資産・負債を計上す
る計算構造となっている点も類似している。
ただし、一般的なサービスの経過勘定においては、当期と来期以降に対応する収
益および費用の切り分けにのみ着目されており、繰り延べられる収益や見越計上さ
れる費用自体の時間価値は考慮されていない。これに対して、保険契約においては、
その長期性ゆえに、日本基準と 2013 年 IFRS 公開草案の双方において、将来予想
される収支の現在価値への割引がなされており、それが経過勘定の働きをする負債
の残高、ひいては損益に影響をおよぼす点が異なっている。
加えて、将来の収支や現在価値への割引率は、あくまで現時点での想定に基づく
ことになるが、見積りの対象となる期間が長ければ長いほど、予想と実際が乖離す
る可能性は高くなり、また、見積りの見直しによる影響が大きくなる。長期の保険
契約においては、その乖離や影響をどのように取り扱うかが重要となってくる。
通常の事業会社においては、営業循環がたいてい数カ月から長くても数年で完結
する場合が多いため、経過勘定の残高が当期に認識される収益および費用に対して
占める割合はそれほど大きくならない。一方、生命保険会社においては、保険契約
の長期性から、ある契約にかかる損益計上の繰延が長期にわたり、会計年度ごとに
新たな契約が締結されることにより、繰り延べられる額が累積するため、一年間の
保険料等収入や保険金等支払金に対して責任準備金の残高が大きくなる120。よって、
119 通常は、キャッシュ・インフローの方が大きい。つまり、プラスの価値を見込んでいるこ
とになる。
120 2013 年度の日本の生命保険会社の合計で、保険料等収入が約 36 兆円、保険金等支払金が
約 34 兆円であるのに対して、責任準備金の残高は約 305 兆円である（生命保険協会（2014b）
pp.17-18、p.27）。
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この責任準備金をどのように算定して繰入・戻入を行い、その変動をどのように損
益に反映させるかが損益計上に大きなインパクトをもつことになる。
このように、現行の一年間を会計期間とする損益計算の範囲からみた場合の保険
契約の相対的な長期性により、上述した予想と実際の乖離や見積りの変更の影響が
損益を左右することになる。したがって、そこで計上される当期の損益は、営業循
環が、会計期間である一年間の範囲内ないし大きくは超えない期間内で完結する事
業会社の損益とは、意味あいが異なる可能性がある121。
(5) 小括
保険契約は、他の継続的なサービスと同様に、一定期間にわたってサービスを提
供するものであった。そして、期間損益を計算するにあたっては、経過勘定に相当
する要素を計上することで、収益・費用の繰越・見越の調整が図られている点も共
通していた。ただし、保険契約は、その長期性により、不確定な見積り要素の影響
が大きくなっている。
第２節 保証
第１項 製品保証122
(1) 取引形態および保険契約との比較
製品保証契約は、「製造業や小売業等において、販売した製商品に瑕疵が生じた
際に、顧客との間で販売後の一定期間、製商品の修理又は交換」することを約束す
る契約であり、無償で提供される場合と有償で販売される場合がある123。ただし、
たとえ無償の保証契約の場合であっても、顧客に対して保証の対象となる製品の取
引価格に追加コストを要求しないという意味では無償であるが、そういった場合に
は、そもそもの製品価格について保証のコストを織り込んだ価格設定をしていると
121 なお、設立からある程度の期間を経た生命保険会社であれば、損益計算書においても貸借
対照表においても、過去の保険契約の結果が大半を占めているため、極端な例として、もし仮
に当期において新規の契約締結がまったくなかったとしても、過去に締結した契約に起因する
キャッシュ・フローが発生し、契約締結時の見積もりが当初設定したマージンを超えるほどの
下振れをしていない限り、利益を計上することができる。
122 秋葉（2014a）pp.116-117,208-209
123 JICPA（2013）p.7
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いえる。
製品保証を提供する側の企業は、保証契約により、追加的に将来の支出が発生す
る可能性が生じる。先に製品または保証自体の「販売」があり、その後の一定期間
内に保証サービスによる「原価」が生じるという点で保険契約と類似性がある。
(2) 日本基準における取扱い
保証についての会計基準における取扱いについては、以下の一部で①収益、②費
用、③利益に分けて述べる。
① 収益
無償保証契約の場合、製品保証分の収益は製品価格に含まれていると考えられる
ため、製品の販売時に収益を認識する。一方、有償保証契約の場合は、その保証の
対象となるサービスを提供した時点で収益を認識することになると考えられる。
② 費用
無償保証契約の場合、修理や交換の発生が当期以前の事象に起因すると考えられ、
過去の経験等から費用の発生見込額を合理的に見積もることができる場合には、引
当金を計上することになる124。なお、引当金について、企業会計原則注解 18 では
「将来の特定の費用又は損失であって、その発生が当期以前の事象に起因し、発生
の可能性が高く、かつ、その金額を合理的に見積ることができる場合には、当期の
負担に属する金額を当期の費用又は損失として引当金に繰入れ、当該引当金の残高
を貸借対照表の負債の部又は資産の部に記載する」とし、また「発生の可能性の低
い偶発事象に係る費用又は損失については、引当金を計上することはできない」と
している。そこで挙げられている具体例には、製品保証引当金および次項で取り上
げる債務保証損失引当金も含まれている。
一方、有償保証契約の場合、製商品の販売時には発生していない事象によって修
理や交換が必要になった場合の費用は、その発生した会計期間で認識することにな
る125。
124 JICPA（2013）p.7
125 JICPA（2013）p.7
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③ 利益
無償保証契約の場合は、引当金を計上するため、販売時に製品保証に関する収益
を認識するとともに、費用と負債が計上され、その差額が利益となる。負債の金額
は、製品保証によって生じる未支出を意味し、将来発生すると見込まれる費用が原
価ベースで測定されることになる。
有償保証契約の場合は、引当金を計上せず、実際に製品保証の対象となる事象が
生じて修理等のサービスを提供したときに収益を認識するため、保証契約の締結時
に受け取った対価は前受金となる。これは、将来修理等のサービスを提供した際の
対価であり売価ベースで測定されることになる。
(3) IFRS における取扱い
IFRS では、製造業者、販売業者または小売業者が発行する製品保証を IFRS 第 4
号の適用外としており126、IFRS 第 15 号が適用されていくことになる。
IFRS 第 15 号では、適用指針において127、顧客が製品保証を別途購入できるかど
うか、また、移転された製品が合意された仕様どおりのものである（瑕疵がない）
という保証とは別の追加的な保証サービスが提供されているかで場合分けをして、
それぞれの会計処理を定めている128。
① 収益
顧客が製品保証を別途購入できない場合は、追加的な保証サービスの有無を判定
する。製品保証が法律で要求されている場合や保証対象期間が短い場合には、製品
保証分を含んだ顧客への販売価格を収益に計上する。これを保険タイプと呼ぶ129。
顧客が製品保証を別途購入できる場合には、製品保証自体を履行義務とする。製
品の販売時には、取引価格の一部を保証サービスに配分して繰り延べるため同額の
収益が減少する。これをサービスタイプと呼ぶ130。
126 IASB（2013）para.7.(a)
127 IASB（2014）para.B28-B33
128 秋葉（2014d）p.34
129 秋葉（2014d）p.34
130 秋葉（2014d）p.34
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② 費用
保険タイプでは、IAS 第 37 号に従い負債計上を行う。製品の販売時に、見積っ
た修理コスト相当額を引当金に計上するため同額の費用が増加する131。将来修理が
発生した際には引当金を取り崩すため、そのコストが見積りどおりであれば追加の
費用は発生しない。
サービスタイプでは、販売時に追加の費用計上はせず、将来修理が発生した際に
保証サービスの履行義務についての費用が認識される132。
③ 利益
保険タイプでは、販売時点で引当金を計上するため見積った修理コスト相当額の
利益が減少するが、将来の修理時にはコストが見積りどおりであれば利益額に影響
を及ぼさない133。
サービスタイプでは、製品の販売時に保証サービスの売価分だけ利益が減少し、
将来修理が発生した際には保証サービスの履行義務についての繰り延べられていた
収益と実際に発生した費用の差額が利益計上されることになる134。
(4) 保険契約との会計処理の比較
① 収益
日本基準における保険契約と、製品保証部分の収益認識のタイミングを比較する
と、無償保証契約（日本基準）および保険タイプ（IFRS）が、対価を受け取った時
点で取引価格を収益として計上する点で共通する。
2013 年 IFRS 公開草案における保険契約では、対価を受け取った時点で取引価格
をそのまま収益計上するのではなく、利益から逆算してマージンを上乗せするよう
な形で算出した保険契約収益のうち、当期に履行された部分のみを認識するため、
収益として認識される金額およびタイミングに相違が生じる。
131 秋葉（2014d）p.34
132 秋葉（2014d）p.34
133 秋葉（2014d）p.34
134 秋葉（2014d）p.34
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② 費用
無償保証契約（日本基準）および保険タイプ（IFRS）では、引当金が計上される。
日本基準の保険契約の取扱いにおいても、将来の支出に備えて負債を計上するとい
う点で類似している。
2013 年 IFRS 公開草案での保険契約では、将来の支出だけ取り出して負債計上す
るのではなく、将来の予想される支出と収入が合わせて計算され、初日利益の計上
を回避するために、その差額が負債計上されている。このように将来の支出と収入
がネットされているが、その計算構造において、将来の支出について負債を想定す
るという点では類似しているといえる。
なお、引当金について、日本基準では現在価値への割引に関する包括的な定めは
存在しないが135、IFRS では、IAS 第 37 号で、貨幣の時間価値の影響が重要な場合
には現在価値への割引が求められている。保険契約では長期性ゆえに、日本基準に
おいても IFRS においても、将来の支出に対して割引計算が求められている。
(5) 小括
製品保証は、日本基準および IFRS において、製品販売と保証が一体化している
場合と、保証を単体で売買できる場合に分けられていた。それぞれの会計処理をみ
ると、前者では、販売時に引当金を計上して、将来の修理や交換が発生した際に取
り崩しており、後者では、収益・費用ともに、将来の修理や交換が発生する時点ま
で繰り延べられていた。いずれの場合においても、損益計上のタイミングについて、
製品の販売時点と、将来の修理・交換の発生時点のみが勘案されており、一定期間
にわたる継続したサービスの提供という形態では把握されていない。これは、製品
保証が、あくまで製品販売に付随した副次的なサービスであることが要因であると
思われ、保険サービスの提供が事業の根幹をなす保険会社における保険契約の取扱
いとは相いれない。
第２項 金融保証
(1) 取引形態および保険契約との比較
「債務保証契約は、独立した第三者間では通常、債務保証の対価として被保証人
135 ASBJ（2009）para.68
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から保証人に対して保証料が支払われ、被保証先が債務不履行など一定の要件を満
たした場合、保証している企業は保証債務を履行し現金を支払わなければならない」
契約である136。
「保証契約は、まず主債務者と保証人との間で保証委託契約が締結され、保証人
は、その保証委託契約に基づいて、主たる債務者のために債権者との間で保証契約
を締結する。金銭消費貸借契約にこのような保証人が加わることで、債権者である
金融機関等は、主債務者及び保証人のいずれか、又は両者に対し、全部又は一部の
請求をなすことができるため、債権回収可能性を高める効果が期待できる。他方、
被保証人である主債務者は、保証人の存在により、自らの信用を保証し、融資の成
立を容易にすることができ、又は、有利な条件で融資を受けることが期待できる。
保証人は、被保証者にこのような便益を与える行為を果たす一方で、債権者である
金融機関等に対し、主債務者と同じく債務の履行責任を負担することとなる」137。
このように金融保証契約は、将来の不確実な事象について、契約の相手方が不利
な影響を被った場合に補償することに同意することにより対価を得るという点で、
保険契約と類似している。また、保証の対象となっている債権に関して、債権者の
要求により当初の債権額を代位弁済し、債務者に対しては求償権を行使することに
なるため、当該債権についての売建プットオプション契約を締結しているのと同様
の経済的効果があるといえる138。なお、プットオプションについては次節で取り上
げる。
一方、保証契約と保険契約の取引形態の相違としては、多数の経済主体が共同す
るとは限らない点や有償とは限らない点139、また、事故発生について債務者の意思
が作用するかどうか、損害填補と信用付与のいずれを主たる目的とするか、告知義
務違反による契約解除が可能か、などが挙げられる140。
(2) 日本基準における取扱い
① 収益
136 金融商品実務指針 225 項
137 早川（2007）p.2
138 秋葉（2014a）p.115
139 トーマツ（2013）p.4
140 新日本監査法人（2010）p.4
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保証を提供する対価としての保証料は、受取保証料として収益に計上し、期末に
は発生主義に基づき未収もしくは前受の経過勘定を計上する141。この信用保証事業
による保証料収入は、元本残高に一定率の料率を掛けて手数料を算出する142。つま
り、利息と同様に、計算対象としている残高と期間に応じて収益の額が算定される
といえる。
② 費用
財務諸表規則第 58 条では、債務保証を含む偶発債務について、その内容および
金額を注記しなければならないと定めている。その偶発債務の金額は、通常では貸
借対照表に注記されるにとどまるが、被保証先の財政状態等を勘案した結果、主た
る債務者の債務弁済能力の欠如が明らかで「保証債務の履行に伴う損失の発生の可
能性が高く、かつ、金額の見積りが可能な場合には、債務保証損失引当金を計上」
する必要がある143。
「具体的には、主たる債務者が、法的、形式的な経営破綻の状態にある場合のほ
か、法的、形式的な経営破綻の事実は発生していないものの深刻な経営難の状態に
あり、再建の見通しがない状況にあると認められるなど、実質的に経営破綻に陥っ
ている場合、及び経営破綻の状況にはないが経営難の状態にあり、経営改善計画等
の進捗状況が芳しくなく、今後、経営破綻に陥る可能性が高いと認められる場合に
は、債務保証損失引当金の計上対象となる。保証債務を履行し、その履行に伴う求
償債権が回収不能となる可能性を判断する場合には、個々の主たる債務者の財政状
態等について、その状況、財政状態悪化の原因、再建計画による業績の回復可能性、
親会社等の支援状況、銀行等金融機関からの融資の状況、今後の資金繰りの見通し、
担保の状況及びその処分見込、他の保証人の負担能力等を総合的に判断することが
必要である」144。
引当金の繰入額については「主たる債務者の財政状態、担保価値の評価、プロジ
ェクトの損益の見込み、他の保証人の負担能力の評価等を総合的に判断して算定す
るが、その損失見積額には幅が生ずる場合が少なくない」。このような場合には、
141 金融商品実務指針 137 項
142 残債方式と呼ばれる。
143 JICPA（2011）p.5
144 JICPA（2011）p.5
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その見積損失幅の中からもっとも合理的な金額を算定することとされている。また、
主たる債務者の財政状態等に対応して、決算期ごとに計上額を見直す145。
③ 利益
有償の保証契約の場合、主たる債務者の財政状態が悪化していない状態では、費
用計上がなされないため、収益としての保証料がそのまま利益計上されることにな
る。
一方で、一旦、回収不能となる可能性が高いと判断された場合には即座に引当金
の繰入が強制されるため、将来の損失見積額の全額が、その期に一度に費用計上さ
れる。その後、引当金の計上額を見直す必要がない場合には、財政状態の悪化前と
同様に、保証料がそのまま利益として計上されることになる。
(3) IFRS における取扱い
IFRS では、発行者が過去において金融保証契約を保険契約とみなすことを明言
している場合に、保険契約の会計基準と金融商品の会計基準を選択適用できる。保
険契約とみなすことを明言していない場合には、金融商品についての会計基準であ
る IAS 第 32 号「金融商品：表示」、IFRS 第 7 号「金融商品：開示」および IFRS
第 9 号「金融商品」が適用されることになる146。IFRS 第 9 号では、引当について
予想信用損失モデルを適用することが求められており、ローンなどと同様に金融保
証契約についても対象となっている。
(4) 保険契約との会計処理の比較
保証料収入は、一般的な手数料収入のように期間按分で収益に計上される一方、
保証の対象となる債務者の財政状態が悪化しておらず、将来の損失が予想されてい
ない時点では、将来の保証の履行に備えた費用および負債の計上はなされない。こ
のような会計処理は、保険契約の日本基準および 2013 年 IFRS 公開草案における
会計処理とは大きく異なっている。
これは、そもそも保証に関する会計処理の定めにおいて、保証取引の個別的な処
145 JICPA（2011）p.5
146 IASB（2013）para.7(f)
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理の側面にのみ焦点があてられ、保険会社のように保険サービスの提供を主たる事
業として、多数の契約を一体として管理して大数の法則により将来のキャッシュ・
フローを見積るような状況を想定していないためと思われる。
(5) 小括
保証契約は、個別の契約における収益の期間按分のみが考慮されており、大数の
法則による保険契約とは会計の前提が大きく異なっていた。
第３節 プットオプション
(1) 取引形態および保険契約との比較
保険契約の経済的効果は、プットオプションになぞらえることができる。「保険
取引とオプション形式の保険デリバティブ取引は、プレミアム（保険料またはオプ
ション料）を対価に保険リスクを相手方（保険者またはオプション・ライター）に
移転する取引という点で共通する」といえる147。保険契約やプットオプションを購
入することにより、保険料もしくはオプション料を支払うことと引き換えに、生命
保険では対象とする被保険者の死亡した際に、プットオプションでは対象とする原
資産の価格が権利行使価格を下回った際に、あらかじめ契約により取り決められた
キャッシュ・フローを得る権利を保有することができ、将来の不確実な事象に対し
て不利な影響を回避することが可能となる。
保険契約をオプション取引に置き換えて考えると、プットオプションの売建側が
保険会社となり、買建側が保険契約者となる。そして保険の対象となる被保険者が
原資産に相当し、保険契約における保険金額が、オプションの権利行使価格となる。
なお、プットオプションの権利が行使されると、差金決済の場合、売建側は権利行
使価格と、それよりも低い原資産の時価との差額を支払うこととなる。これに対し、
保険契約の場合は差金決済がない。また、当該オプションの行使においては、被保
険者の死亡等の支払事由の発生が前提条件となる。
(2) 日本基準における取扱い
日本の会計基準において、オプション取引はデリバティブ取引のひとつであり、
147 古賀（2006）p.3
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そこから生じる債権および債務は、金融資産および金融負債に含まれ、金融商品会
計の対象となっている148。
そして「デリバティブ取引により生じる正味の債権及び債務は、時価をもって貸
借対照表価額とし、評価差額は、原則として、当期の損益として処理する」ことと
されている149。そこでの債権債務の「価値は当該契約を構成する権利と義務の価値
の純額に求められることから、デリバティブ取引により生じる正味の債権は金融資
産となり、正味の債務は金融負債となる」150。
この時価評価と損益処理の理由としては、デリバティブ取引が「取引により生じ
る正味の債権又は債務の時価の変動により保有者が利益を得又は損失を被るもので
あり、投資者及び企業双方にとって意義を有する価値は当該正味の債権又は債務の
時価に求められると考えられ」るため「時価をもって貸借対照表価額とすることと
し」、「時価の変動は、企業にとって財務活動の成果であると考えられる」ことか
ら、その評価差額は「当期の損益として処理すること」としている151。
また、デリバティブの認識のタイミングについては、契約の決済時ではなく契約
締結時に発生を認識することとしている。デリバティブではない「商品等の売買又
は役務の提供の対価に係る金銭債権債務」の場合には「一般に商品等の受渡し又は
役務提供の完了によりその発生を認識するが、金融資産又は金融負債自体を対象と
する」デリバティブ「取引については、当該取引の契約時から当該金融資産又は金
融負債の時価の変動リスクや契約の相手方の財政状態等に基づく信用リスクが契約
当事者に生じるため、契約締結時においてその発生を認識すること」としている152。
消滅の認識については、「当該金融資産の契約上の権利を行使したとき、契約上
の権利を喪失したとき又は契約上の権利に対する支配が他に移転したときに、その
消滅を認識すること」とされている。オプションについては、権利が行使されたと
き又は「保有者がオプション権を行使しないままに行使期間が満了したとき」に「金
融資産の消滅を認識することとなる」153。金融負債の側からみた場合には「契約上
の義務を履行したとき、義務が消滅したとき又は第一次債務者の地位から免責され
148 金融商品会計基準第 3 項、第 4 項
149 金融商品会計基準第 25 項
150 金融商品会計基準第 52 項
151 金融商品会計基準第 88 項
152 金融商品会計基準第 55 項
153 金融商品会計基準第 56 項
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たとき」に「当該金融負債の消滅を認識しなければならない」とされている154。
そして「金融資産又は金融負債がその消滅の認識要件を充たした場合には、当該
金融資産又は金融負債の消滅を認識するとともに、帳簿価額とその対価としての受
払額との差額を当期の損益として処理する」ことになる155。
ここで時価とは「公正な評価額をいい、市場において形成されている取引価格、
気配又は指標その他の相場（以下「市場価格」という。）に基づく価額」のことで
あり「市場価格がない場合には合理的に算定された価額を公正な評価額とする」と
している156。
そして「デリバティブ取引等において、個々のデリバティブ取引について市場価
格がない場合でも、当該デリバティブ取引の対象としている何らかの金融商品の市
場価格に基づき合理的に価額が算定できるときの当該合理的に算定された価額は、
公正な評価額と認められる」としている157。
特に「オプション取引については、ブラック・ショールズ・モデル等のオプショ
ン価格モデルを用いて時価を算定する」こととされている158。
また、「デリバティブ取引の対象となる金融商品に市場価格がないこと等により
時価を把握することが極めて困難と認められる場合には、取得価額をもって貸借対
照表価額とすることができる」としている159。
(3) IFRS における取扱い
IFRS 第 9 号「金融商品」において金融商品の会計処理について定めている。デ
リバティブは「契約上のキャッシュ・フローの特性」テストの要件を満たさないた
め、公正価値で測定され、その変動は純損益とされる。時価評価のうえ、評価差額
が損益となるという点で、日本基準と比較して根本的な相違はないと考えられるた
め、以下では日本基準におけるプットオプションの取扱いをベースに保険契約につ
いて考察する。
154 金融商品会計基準第 10 項
155 金融商品会計基準第 11 項
156 金融商品会計基準第 6 項
157 金融商品会計基準第 54 項
158 金融商品会計実務指針第 102 項
159 金融商品会計基準第 89 項
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(4) 保険契約との会計処理の比較
保険契約と一般的なオプション取引を会計上測定する際に考慮すべき相違点と
して、時価の算定可能性が挙げられる（第 1 章第 3 節(3)参照）。
オプションを含むデリバティブの会計処理については、日本基準と IFRS のいず
れにおいても、時価にて評価し、その評価差額を損益とするとされている。これは、
活発な取引市場を背景に、ヘッジ取引を除き、当事者は差額決済を行うことを前提
としているためと考えられる。したがって、その時価の測定がクリティカルな要素
となるが、保険の既契約には、活発な取引市場が存在しないため、市場価格を算定
することが難しい。
そこで、市場価格のないデリバティブについての金融商品会計基準における取扱
いを保険契約に当てはめてみた場合、市場価格がない場合に代替的に依拠すべきと
して提示されている原資産価格について、保険契約では被保険者が原資産に相当す
ることになり、当然市場はなく原資産の市場価格を使用することはできない。
また、オプション価格モデルによる方法については、保険契約を実際にオプショ
ンとして組成することを考えると、原資産の市場価格を用いることができないこと
に加えて、保険契約では保険期間にわたって、いつ死亡等の支払事由が発生しても
保険金が支払われるため、いつでも権利行使可能なアメリカンオプションとなり、
将来の一時点において権利行使可能なヨーロピアンオプションと比較してプライシ
ングが困難である160。
このように時価の把握が極めて困難な場合、金融商品会計基準によると取得価額
をもって貸借対照表価額とすることとされている。その場合には、契約締結および
プレミアム授受の段階では、キャッシュ・フローは売建側の負債及び買建側の資産
に計上され損益には影響を及ぼさず、権利行使または権利失効の時点で初めて損益
に計上されることになる。オプションの対象となる期間が短期で会計期間内に収ま
る場合には問題ないが、長期にわたる生命保険契約でみると、保険料の受領の時点
から保険金の支払もしくは保険契約期間の終了・失効まで、会計期間を超えて、収
益および費用の全額が繰り延べられることになり、適正な期間損益計算がなされな
いという問題が生じる。
また、毎期の時価変動の評価差額を損益とするデリバティブ取引の収益認識方法
160 ブラック・ショールズ・モデルではヨーロピアンオプションのみを対象としている。
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自体が、保険契約に関する認識および測定に適合するかという問題もある。金融商
品会計基準ではデリバティブの時価変動を「財務活動の成果」としている。他方、
保険会社においては、保険契約の締結および保有による保険サービスの提供が、主
たる事業活動である。保険会社は通常自らが保険サービスの提供を履行する意思を
もって保険契約を締結しており、また保険契約者の側でも、自分が契約を締結した
相手方の保険会社自身が保険サービスを履行することを期待している161。もとより
保険契約においては、顧客である保険契約者が解約をはじめとする多様な選択肢を
有するのに対して、保険者である保険会社から解約することはできず、契約に市場
性がないため契約を移転することもできない。
それゆえ、仮に保険契約に関する市場価格が入手できたとしたとしても、保有す
る保険契約に対する毎期末の市場における評価によって損益を計上するということ
は、長期の保険サービスを提供するという保険会社のビジネスモデルからみて、保
険契約の取引から得られると期待した成果の実現とはいえないだろう。
したがって、時価変動を成果とするデリバティブ取引と保険サービスの履行によ
る付加価値を成果とする保険契約の取引では、あるべき会計処理が異なってくると
いえる162。保険契約による負債のような「市場がなく、価格変動による利益獲得を
目的としない請求権について経営者が公正価値を示し、その変動を損益に含めて報
告することは、経営者が投資家に代わって企業価値を示すことにつながり、利益情
報に基づいて投資家が企業価値を算定することを想定した財務報告制度の考え方と
矛盾する」ことになるためである163。むしろ、保険事業として多数の保険契約を保
有する保険会社においては、保険契約そのものの市場価格の変動を決済することに
よる利益獲得を目的としているわけではなく、当期の保険サービスから生じたと考
えられる保険収益と保険費用とを対応づけた差額として、期間利益を算定する収益
費用アプローチによって行うことが、投資の成果について事前の期待の達成の確認
するために必要となると考えられる（第 3 章第 1 節参照）。
161 そのため、提供される保険商品の内容のみならず、保険サービスを提供する保険会社の健
全性にも関心が寄せられることになる（第 2 章 保険会計の目的 第 2 節 利害調整（契約支援）
目的 参照）。
162 なお、保険会社では資産と負債の総合管理（ALM）が行われている。そこでは、資産と負
債の時価の変動が一元的に管理されるおり、一般に時価評価による損益認識の検討外とされて
いる（辻山（2013）p.182 参照）。
163 ASBJ（2008）第 14 項
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なお、保険契約に含有される、純粋な保険部分そのものではない、顧客の解約の
選択肢等のオプション部分についてのみ時価評価することも考えられるが、保険契
約を分解し、副次的な当該部分のみを取り出して開示することは、複雑性を増加さ
せる一方で、そのコストに見合った情報価値があるかどうかは不明である164。
(5) 小括
プットオプションと保険契約は、キャッシュ・フローの動きは類似しているもの
の、市場性の有無が異なるため、同じように時価算定することができず、また、投
資の性質が相違するため、評価差額を損益として考えるべきかどうかが異なってい
た。
第４節 工事契約
(1) 取引形態および保険契約との比較165
工事契約は、生産上の特性として、受注請負生産業であることや、生産期間（工
事期間）が長いことなどが挙げられる。保険契約も、先に契約（受注）があり、そ
の後に長期にわたって役務を提供する点が共通している。
(2) 日本基準における取扱い
わが国では、2007 年に「工事契約に関する会計基準」が公表され、2009 年に開
始する事業年度から全面的に適用されている。これによって、工事収益の認識方法
が原則として工事進行基準によることとなり、当時の国際的な会計基準とのコンバ
ージェンスが図られている。
この基準では、工事の進捗部分について、成果の確実性が認められる場合には、
工事進行基準を適用する。成果の確実性が認められるためには、(1)工事収益総額、
164 2013 年 IFRS 公開草案では、保険契約の期待値ベースの測定において、解約オプションや
更新オプション、転換オプションなど、保険契約者が自ら受け取る金額、時期、金額の内容ま
たは不確実性を変化させる行動を取ることを可能にする選択肢について、保険契約者が利用可
能なオプションをどのように行使するのかに関する企業の見方を反映しなければならないと
している（IASB（2013）para.B63）。また、保険契約に組み込まれたデリバティブ要素につい
て、一定の条件を満たす場合には契約から分離して、IFRS 第 9 号にしたがって会計処理する
ことを求めている（IASB（2013）para.10(a)）。
165 東海（2011）pp.333-360
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(2)工事原価総額、および(3)決算日における工事進捗度、の 3 つの要素について信
頼性をもって見積ることができなければならないとされている。
なお、上記の要件を満たさない場合には、工事完成基準を適用することになる。
工事進行基準 工事完成基準
工事収益総額・工事原価総額・決算日にお
ける工事進捗度を合理的に見積り、これに
応じて当期の工事収益および工事原価を損
益計算書に計上する会計処理方法
工事が完成して目的物の引渡しを行った時
点で、工事収益および工事原価を損益計算
書に計上する会計処理方法
また、工事進行基準と工事完成基準は、それぞれプロジェクトについて、期待の
事実への転化における主たる要因として、「費用の発生」と「債権の確定」のいず
れをおくかによって、会計処理が異なってきているともいえる。
費用の発生に応じて成果を得ていると考えることが合理的ならば、工事進行基準
がより適切であり、完成物の引渡しにより債権が確定したことをもって成果とみな
せるならば、工事完成基準が適合することになる。
工事進行基準を適用した場合、決算日における工事進捗度を測定する必要がある
が、その測定方法には、投入した経営資源に着目するか、工事施工により達成され
た成果に着目するかによって以下の 2 つの考え方がある166。
インプット法 アウトプット法
工事に投入した経営資源に着目し、資源投
入の実績と工事総原価を比較して、進捗割
合を決定する方法。インプットの指標とし
ては、実際工事原価のほか、実務上は材料
費、労務費、作業時間、機械運転時間等の
データが使用されることがある。この方法
は、インプットの大きさと建設された生産
工事の施工により達成された成果実績と
工事総量を比較して進捗割合を決定する
方法。進捗割合の具体的な指標としては、
建設距離数、建設ユニット数、技術的進捗
評価ポイントなどがある。
166 東海（2011）pp.333-360
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物の完成度の間に一定の相関関係がある
ことを前提としている。
工事進行基準は、決算日において義務が履行された割合を合理的に反映すべきも
のであることから、理論的にはアウトプット法の方がより適切であると考えられる
が、現状においては信頼性の高いアウトプット法の測定方法が確立されていないた
め、一般的には、インプット法による原価比例法が用いられることが多い。
また、建設工事においては、工事期間の長期性や工事種類の多様性、また自然現
象や災害との関連性が大きいことにより、工事の採算性に不確実性がともなう。工
事施工中のさまざまな要因により、最終的な損益見込が変動し、当期の成果を測る
要素（工事収益総額、工事原価総額、および決算日における工事進捗度）の見積も
りが変更された場合には、影響額をその期の損益として計上する167。
ただし、工事収益については原則として顧客との契約時点で確定しており任意に
変更できないため、見積りの変更は、主に工事原価と、（その工事原価を使った原
価比例法による）進捗度の修正に現れることになる。したがって、最終損益見込の
変動額のうち、当期の進捗割合に応じた部分が当期の損益に影響することになる。
また、工事原価総額が工事収益総額を超過する可能性が高く、その金額を合理的
に見積ることができる場合には、超過額（工事損失）のうち、すでに計上された損
益を控除した残額を、その期の損失として処理し、工事損失引当金を計上する。つ
まり、当期に判明した、来期以降に発生する見込の超過額（工事損失）を当期の損
益に影響させることになる。
(3) IFRS における取扱い
① IAS 第 11 号における工事契約168
現行の IAS 第 11 号「工事契約」では、日本基準がコンバージェンスを図った「工
事進行基準」が採用されており、工事契約の結果が信頼性をもって見積ることがで
きる場合を適用要件としている。
施工者が固定された契約価格または単位出来高当たりの固定単価で請負う固定
167 工事契約会計基準第 16 項
168 秋葉（2014b）pp.173-176
47
価格契約の場合、工事契約の結果について信頼性をもって見積ることができる場合
の条件として以下の 4 つが挙げられている。
・工事収益の合計額が、信頼性をもって測定できること
・経済的便益が流入する可能性が高いこと
・期末日に、完了に要する工事原価と進捗度の両方が信頼性をもって測定できる
こと
・工事原価が、明確に識別でき、かつ、信頼性をもって測定できること
工事収益および原価や、契約結果に修正が生じた場合には、会計上の見積りの変
更として、当該期間およびその後の会計期間にわたって認識される。日本基準と同
様に、収益および原価が変更された年度において、変更後の収益および原価に対し
て当期までの進捗率を掛けた累計額から、（変更前の収益および原価に基づいた）
過年度の認識額を差し引いた分が当年度の認識額となる。ここでは、当期までにす
でに進捗している部分に係る収益および費用の変更の影響はキャッチアップで当期
に修正され、現時点で契約を履行していない未完了の部分に関する影響については
プロスペクティブに将来にわたって認識することになる。
一方、工事契約の結果が信頼性をもって見積ることができない場合は、日本基準
と異なり、発生した工事原価のうち回収可能である可能性が高い部分についてのみ
工事収益を認識する「原価回収基準」を適用する。つまり、収益と原価が同額計上
されることになり、利益は、完成・引き渡しまで認識されない。
② IFRS 第 15 号における工事契約169
2014 年 5 月に公表された IFRS 第 15 号「顧客との契約から生じる収益」は、工
事契約も対象範囲としている。今まで進行基準を適用していたような契約について
は、契約の履行義務の充足が一定の期間にわたる場合に含まれることが多いと想定
され、その場合、収益は一定の期間にわたり認識されることになる。このように会
計基準上の収益認識の区分は見直されるものの、認識される収益については、結果
的に従来と大きく変わらない取扱いとなっている。
169 秋葉（2014c）pp.24-27
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(4) 保険契約との会計処理の比較
① 工事進行基準と工事完成基準
工事契約の会計処理のうち、工事完成基準は、完成した目的物の引渡しまで収益
を認識しない。これを保険契約に当てはめると、支払事由の発生または契約期間の
終了まで収益認識を繰り延べることとなる。保険契約は工事契約以上に長期にわた
ることが一般的であり、契約の完了まで一切の収益の認識をしないことは、工事契
約以上に、すでに行われた取引と財務数値との乖離を引き起こすことになる。また、
さらに重要な点として、工事契約の場合、完成した目的物の引渡しにより初めて役
務の提供が完了するのに対し、保険契約の場合には契約期間の終了前であっても、
支払事由が発生し保険金を支払った場合には役務の提供が完了し、また、支払事由
が発生せずに中途で解約となった場合でも、その解約時点までの期間については保
険サービスの提供を完了していたとみなせる（解約時点までの間に、もし支払事由
が発生していたとしたら保険金を支払っていた）ため、工事完成基準の考え方はな
じまないといえる。
工事進行基準については、収益を認識するための進捗度の測定方法としてインプ
ット法とアウトプット法があり、理論的にはアウトプット法がより適切とされるが、
実務上インプット法が用いられている。保険契約におけるインプットとアウトプッ
トの要素をみると、経営資源のインプットとしては契約維持にかかるコストや支払
保険金が考えられる。
一方、アウトプットされて顧客へ移転されるサービスとして、契約期間にわたっ
て時の経過に比例して保険サービスが提供されるものとみた場合には、契約期間の
経過割合をアウトプットとみなすことができる。また、アウトプットとしての財を
想定し、それが支払保険金であるとすれば、保険金の予想支払パターンを指標とし
て収益認識することになる170。
② インプット法とアウトプット法の適用
インプット法を適用した場合、工事契約では、建設資材等のインプットの投入が、
その投入量に応じて建築物等の目的物へと転化していくという仮定は自然である。
170 契約の特性上、支払保険金は顧客との間で貨幣そのものを受け渡すため、保険金のコスト
としての金額と、支払われる保険金の金額は両方とも直接観察可能で同額となる。
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その点について、保険契約をみた場合、契約維持にかかるコストについては、顧客
への財・サービスの移転と関わりなく、契約初期にトップヘビーで費用が計上され
る形態のため、指標とはなりえない。また、支払保険金は、いったん支払事由が発
生した際には全額支払われるが、それまでは支払がなく、また支払事由が発生せず
に契約期間が終了する場合が大半であるため、インプットの指標として用いた場合、
収益の認識が工事完成基準でみた契約の完了と同じ時点まで遅れることになる。こ
のように、工事原価の場合は連続的にインプットされるのに対し、保険金にかかる
インプットの原価発生は離散的であるため、保険金はインプット指標として適合し
ない。
アウトプット法を適用した場合、測定時点までの成果の実績と、想定している成
果の全体との比率で進捗を測ることになる。保険契約による保険サービスは、その
契約期間にわたって提供されるため、時の経過に応じてその進捗を測ることは一定
の合理性があるといえる。
なお、アウトプット法の適用として、保険金の支払を指標として利用すると考え
た場合、単独の保険契約ごとに保険金支払がなされたかどうかを判定基準とすると、
前述のように契約の完了まで進捗が認識されず、支払事由の発生もしくは契約期間
の終了をもって、その時点で直ちに 100％進捗する（つまり、工事完成基準と同様
の結果となる）ことになってしまう。また、保険契約は、契約成立の前提として大
数の法則を適用しており、保険事業において保有する多数の保険契約を一体として
捉える必要があることから171、単独の保険契約における支払ではなく、保険契約の
集合において、過去の同様の契約における経験から得られた支払のパターンを指標
とすることが考えられる。支払事由の発生時期に偏りがない場合には、時の経過に
拠った場合と同様の進捗となるはずであるが、生命保険の場合は、通常、年齢が高
くなるほど支払事由（死亡）の発生確率が高くなるため、時間の経過よりも支払パ
ターンに則った方が、より精緻に進捗を測定することができることになると考えら
れる172。
171 第 1 章第 3 節(2)参照
172 トーマツ（2011）pp.155-156 参照。なお、実務への適用にあたっては、計算コストを考慮
する必要がある。
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③ 見積りの変更
見積りの変更についてみると、工事契約では、工事収益総額や工事原価総額に変
更があった場合には、変更後の総額により進捗度を再測定し、すでに完了している
部分にかかる影響額についてはその期の損益に含めて解消し、未完了の部分にかか
る影響額については将来にわたって認識されることになる。また、原価総額が収益
総額を上回る見込みの時は、その見込みが判明した会計期間において損失を計上す
る。
保険契約の場合、日本基準では計算の前提を契約当初のまま見直さないロックイ
ン方式のため、見積りの変更は行われないが、将来収支分析が求められており、将
来の債務履行に備えた積立が不足している場合には、その期に追加で積み立てて、
損失へ反映する。2013 年 IFRS 公開草案では、毎期、計算の前提を見直すアンロッ
ク方式のため、継続的に見積りの変更が実施される。変更による影響のうち、将来
キャッシュ・フローの変動額は、負債（契約上のサービス・マージン）に加減算さ
れ、将来の保険期間にわたって損益へ反映される173。また、割引率の変更による変
動額は OCI へ計上され、損益には直接反映されない。
見積りの変更の損益への反映について、工事契約ならびに日本基準および IFRS
における保険契約の取扱いを比較すると、将来の収支について大幅に不利な変動が
見込まれる場合には、いずれにおいても減損処理のように当期において損失を計上
する。
ひるがえって、それ以外の（通常の範囲内での）見積りの変更については、それ
ぞれ取扱いが異なる。工事契約では契約全体での収益および費用の総額の見積りに
ついての有利な変動と不利な変動の両方の影響を、進捗度に応じて当期および次期
以降の損益計上に反映する。日本基準の保険契約では、（上方および下方への）変
動を損益へ反映しない。2013 年 IFRS 公開草案では、割引率の変更による変動は
OCI として認識することで損益に直接反映せず、それ以外の変動額は当期以降の損
益に反映する。
173 将来キャッシュ・フローの予想の下振れが契約上のサービス・マージンの額を超える場合
には、その超過額を当期の損失として計上する。また、当期分のキャッシュ・フローの予想と
実績の差額は当期に損益計上される。
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(5) 小括
工事契約のような長期契約の進捗測定の手法として、インプット法とアウトプッ
ト法があり、同様に長期にわたる保険契約においては、多数の契約を一体として捉
えたうえでアウトプット法を適用することが考えられた。
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第５章 まとめ
本論文では、保険契約のうち、契約期間の長さ（超長期）や契約の対象物（人命）など
において、もっとも顕著に保険契約以外との取引と異なる特徴を有すると思われる生命保
険契約を主たる対象として検討した（第１章第１節参照）。
保険契約は大数の法則を前提として成立しているため、同質のリスクにさらされた多数
の保険契約を一体としてみなすべきであり、保険契約の会計処理においては、個別の契約
を、それ自体単体でみるだけではなく、多数の保険契約の集合を一体として保有する、保
険事業における会計処理の一部として把握する観点が必要であることをみた（第 1 章第 3
節、第 2 章、第 4 章第 2 節第 2 項、第 4 章第 4 節参照）。
また、保険契約は、他の継続的なサービスと同様に、一定の期間にわたってサービスを
提供するものであることを確認した（第１章第１節、第 4 章第 1 節参照）。
期末時点のサービスの提供の進捗を測るためには、工事契約に関する会計処理も参考と
すれば、多数の保険契約を一体として捉えることにより、保険契約からのアウトプットを
進捗の指標とすることが許容されると考えられた（第 4 章第 4 節参照）。
そして、進捗度が決まることにより、当期に対応する収益・費用が確定する。期間損益
の計算にあたっては、経過勘定に相当する要素を計上することで、繰延・見越の調整を図
ることができた（第 4 章第 1 節参照）。
この際、保険事業においては、保険契約の市場での決済を通じた保険契約の価値変動に
よる利益獲得を目的としていない。そもそも、生命保険の既契約は市場性がないため、市
場価格がなく、流通市場での売買自体が困難である。そのため、保険契約にかかる期間損
益の計算においては、保険契約そのものの市場価格の評価差額を損益として計上するべき
ではなく、また、算定ができない。仮に別の観点から貸借対照表上の保険負債を時価で評
価したとしても、その評価差額については、そのまま損益に計上すべきではないと考えら
れる（第 4 章第 3 節参照）。
したがって、保険契約では、従来の収益費用アプローチにおいて据えられていたような
損益計上の考え方をいかすべきであるといえる174。会計の計算構造として、資産負債アプ
174 2013 年 IFRS 公開草案では、保険契約の公正価値評価によって発生する初日利益（Day1
gain）を繰り延べるために負債（契約上のサービスマージン）を計上するが、これは未稼得の
将来利益として定義されており、負債ではなく OCI として計上することにより、B/S と P/L
を連結させる方法も考えられる（生命保険協会（2013）para.51-56 参照）。
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ローチを前提とするならば、収益・費用の対応を重視した狭義の資産負債アプローチをと
ることになる（第 3 章第 1 節第 2 項、第 4 章第 3 節参照）175。
ただし、保険契約の長期性という特徴から、予想と実際の乖離が大きくなる可能性があ
り、また、見積りの変更のインパクトも大きくなるため、当期の保険サービスから生じた
と考えられる保険収益と保険費用とを対応づけた損益計上において、見積りの影響が極め
て重要である点に留意する必要があるといえる（第 4 章第 1 節参照）176。
175 なお、本論文では損益計上に焦点をあてて保険契約やその他の取引をみてきた（序章）。し
かし、財務報告においては、損益計算書だけでなく、貸借対照表の項目についても目的にそっ
た認識および測定が求められる。特に保険会社においては負債の大部分を占める保険負債をど
のように評価することが「保険契約から生じる権利と義務から発生するキャッシュ・フローの
金額、時期及び不確実性に関して、財務諸表の利用者にレリバントな情報を提供する」のか
（ASBJ（2007）第 6 項）が問われることもある。
176 このため、損益計上に関しては、従来の収益・費用の対応の維持を考慮して算定しつつ、
別途、不確定な見積りの影響を取り込んだ情報を、貸借対照表やその他の何らかの指標に反映
して開示することは、財務報告全体としての有用性を高めることに資するものになると思われ
る。その際には、純損益が、保険事業における投資について実現した成果をあらわす一方で、
貸借対照表ないし他の指標については、いわば金融投資を評価するような観点が中心に据えら
れることになるかもしれない。
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